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○ 「補装具費支給事務取扱要領」の制定について（平成 30年 3月 23日障企自発 0323第 1号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興室長通

知） 別紙「補装具費支給事務取扱要領」新旧対照表（傍線の部分は改正部分） 

改正 現行 

（別紙） （別紙） 

補装具費支給事務取扱要領 補装具費支給事務取扱要領 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第 25項及び第76

条第２項の規定に基づく補装具の種目、購入等に要する費用の額の算定等に関する基準

（平成 18年厚生労働省告示第 528号。以下「告示」という。）中の別表の１の(1)～(7)

の各種目並びに(8)の補聴器、歩行器及び重度障害者用意思伝達装置に係る部分並びに３

の(1)～(7)の各種目並びに(8)の人工内耳及び重度障害者用意思伝達装置については、そ

れぞれ以下の第１から第６により取り扱われることとされたい。 

なお、完成用部品及び断端袋は義肢、装具等の構成品であって、構成品のみでは消費税

が非課税となる身体障害者用物品ではないため、製作又は修理作業を伴わず完成用部品

及び断端袋のみを購入又は借受けに係る補装具費を支給するものについては、告示に定

める上限価格の 100分の 110に相当する額となること。 

また、告示第６項の規定により 100分の 95を乗ずることとするものは、購入において

は、告示別表の「基本価格」及び「製作要素価格」に係るもののみとし、「完成用部品価

格」、「本体価格」及び「加算要素価格」に係るものについては要しないこと。また、修

理については購入に準じること。 

 

 

第１ 義肢、装具、姿勢保持装置、車椅子及び電動車椅子の基本的事項 

１ （略） 

（１）（略） 

（２）（略） 

義肢は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、殻構造義肢の価格

は、「イの採型区分」による「ウの基本価格」に「エの製作要素価格」及び「オ

の完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品の価格を合算した額の 100分の 106

に相当する額を上限とすること。（図－１参照） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第２５項及び第

７６条第２項に基づく補装具の種目、購入等に要する費用の額の算定等に関する基準（平

成１８年厚生労働省告示第５２８号。以下「告示」という。）中の別表の１の(1)、(2)、

(3)、(4)及び（5）の補聴器、車椅子、電動車椅子及び歩行器に係る部分並びに３の(1)、

(2)、(3)、(4)及び（5）の人工内耳、車椅子及び電動車椅子については、それぞれ以下の

第１から第７により取り扱われることとされたい。 

なお、完成用部品は義肢、装具等の構成品であって、消費税が非課税となる身体障害者

用物品ではないため、製作又は修理作業を伴わず完成用部品のみを購入又は借受けに係

る補装具費を支給するものについては、告示により算定した費用の額（その額が現に当該

補装具の購入、借受け又は修理に要した費用の額を超えるときは、当該現に補装具の購

入、借受け又は修理に要した費用の額とする。以下「基準額」という。）の内訳に消費税

相当額を含むこととなること。 

また、告示第５項の規定により 100分の 95を乗ずることとするものは、以下の各「価

格構成」中「基本価格」及び「製作要素価格」に係るものとし、同中「完成用部品価格」

に係るものについては要しないこと。 

 

第１ 義肢、装具及び座位保持装置の基本的事項 

１ （略） 

（１）（略） 

（２）（略） 

したがって、殻構造義肢の価格は、「イの採型区分」による「ウの基本価格」

に「エの製作要素価格」及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品

の価格を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とすること。（図－１参

照） 
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「100 分の 106 に相当」の趣旨は、殻構造義肢を製作するに当たって必要な材

料及び部品等の購入には消費税が課税されるものの、販売時には非課税となるた

め、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。 

殻構造義肢の構成は価格体系に基づくものであること。（図－２、３ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２・３ （略） 

 

（３）基本価格 

① 義手 

ア 義手の基本価格は､「イの採型区分」（図－４参照）に基づき､「ウの基本

価格」から選択すること｡ 

イ 手指義手の基本価格は、手指１本の切断の場合は採型区分の「Ａ－７」で

算定し、多指切断の場合は採型区分の「Ａ－６」で算定すること。（なお、

手指義手のソケットの価格は、キャップ式の場合は指１本を１単位として

「Ａ－７」で算定し、手袋型の場合は手部（片側）を１単位として「Ａ－６」

で算定すること。） 

なお、義肢は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、基準額の内

訳はいかなる場合も本体価格のみである。「100 分の 106に相当」の趣旨は、殻

構造義肢を製作するに当たって必要な材料及び部品等の購入には消費税が課税

されるため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。 

殻構造義肢の構成は価格体系に基づき行われること。（図－２、３ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２・３ （略） 

 

（３）基本価格 

① 義手 

ア 義手の基本価格は､「イの採型区分」（図－４参照）に基づきそれぞれ製作

する義手の型式ごとに決定し､「ウの基本価格」から選択すること｡ 

イ 採型区分と名称の関係は､概ね次のとおりであること｡ 

Ａ－１ 肩義手   Ａ－２ 上腕義手   Ａ－３ 肘義手 

Ａ－４ 前腕義手  Ａ－５ 手義手    Ａ－６ 手部義手 

Ａ－７ 手指義手 

 

図－１ 殻構造義肢の価格体系 

作業用義足の場合（鉄脚使用） 
図－１ 殻構造義肢の価格体系 
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【算定例】 

片手２指切断、キャップ式２本の場合、基本価格は「Ａ－６」、ソケットの

価格は「Ａ－７」×２で算定 

片手２指切断、手袋型の場合、基本価格は「Ａ－６」、ソケットの価格は「Ａ

－６」で算定 

（削除） 

 

ウ 顆上懸垂式ソケットとは、ミュンスター式及びノースウェスタン式のよう

に上腕骨顆部を包み込み、懸垂機能をソケット自体が持つものであること。 

エ スプリットソケットとは、前腕極短断端に使用されるものでソケットと前

腕支持部が分離しており、倍動ヒンジ肘継手又は断端操作式能動肘継手を持

つものであること。 

オ 義手の型式は、身体状況や日常生活の様々な場面に応じて選択されるもの

であり、支持部や完成用部品の肘継手、手先具の型式にとらわれず取り扱う

こと。 

（削除） 

 

カ 電動式の手先具は、電動ハンド又は電動フックを扱うものであること。 

 

 

図－４ （略） 

 

② 義足 

ア 義足の基本価格は、「イの採型区分」（図－５参照）に基づき、「ウの基

本価格」から選択すること。 

イ 採型区分の「Ｂ－６」における下腿部支持式は、断端等の免荷が必要な場

合、又は、下腿部のレバーアームを伸ばすことで断端にかかる力を分散する

場合に用いるものであること。 

 

ウ 採型区分の「Ｂ－７」は、足趾５本以内の切断を対象とし、多趾切断であ

っても基本価格は１単位で取り扱うこと。 

 

 

 

 

 

ウ 採型区分の「Ａ－７」は、手指５本以内の切断を対象とし、多指切断であ

っても基本価格は一単位で取り扱うこと。 

エ 顆上懸垂式ソケットとは、ミュンスター式及びノースウェスタン式のよう

に上腕骨顆部を包み込み、懸垂装置をソケット自体が持つものであること。 

オ スプリットソケットとは、前腕極短断端に使用されるものでソケットと前

腕支持部がセパレーツになっており、倍動ヒンジ継手又は断端操作式能動継

手を持つものであること。 

カ 義手の型式は、身体状況や日常生活の様々な場面に応じて選択されるもの

であり、支持部や完成用部品の肘継手、手先具の型式にかかわらず取り扱う

こと。 

キ 電動式は、筋電電極またはスイッチを用いて電動式の手先具や電動継手を

操作するものであること。 

ク 電動式の手先具は、電動ハンドもしくは電動フックを扱うものであるこ

と。 

 

図－４ （略） 

 

② 義足 

ア 義足の基本価格は、「イの採型区分」（図－５参照）に基づきそれぞれ製

作する義足の型式ごとに決定し、「ウの基本価格」から選択すること。 

イ 採型区分と名称の関係は、概ね次のとおりであること。 

Ｂ－１ 股義足  Ｂ－２ 大腿義足  Ｂ－３ 膝義足 

Ｂ－４ 下腿義足   Ｂ－５ 下腿義足（サイム義足）、果義足 

Ｂ－６ 果義足､足根中足義足  Ｂ－７ 足指義足 

ウ 採型区分の「Ｂ－６」における下腿部支持式は、断端等の免荷が必要な場

合、もしくは、下腿部のレバーアームを伸ばすことで断端にかかる力を分散
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（削除） 

 

（削除） 

 

エ キップシャフトは、下肢切断短断端で断端に屈曲拘縮がみられ、座位姿勢

をとるためにやむを得ず断端末近くに継手装置を取り付けた構造のもので

あること。 

オ 坐骨収納型ソケットは、坐骨結節から恥骨枝の一部（骨盤の一部分）と大

転子（大腿骨）をソケット内に納め、大腿骨を内転位に保持することにより、

歩行中における義足側の体重負荷に対する安定性を高められるよう設計さ

れたものであること。 

（削除） 

 

カ 下腿義足及びサイム義足における大腿コルセットについては、側方安定性

を高め又は断端に対する負荷を軽減する目的で使用されるものであること。 

キ 大腿義足・膝義足に、ソフトインサートのシリコーン又は完成用部品のラ

イナーを用いた場合は、ライナー式により取り扱うこと。 

ク 下腿義足で、全面が接触するよう製作したものについてはＴＳＢ式により

取り扱うこと。なお、懸垂方法として、「エの製作要素価格」の「(ｴ)の義手

用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋」の義足懸垂用部品を組み合わ

せても良いこと。ただし、自己懸垂機能を有するＰＴＳ式又はＫＢＭ式を用

いるときには、自己懸垂機能の型式を優先して算定すること。 

 

図－５ （略） 

 

（４）製作要素価格 

① ソケット 

ア ソケットの価格は、「イの採型区分」に基づきソケットの使用材料ごとに

「(ｱ)のソケット」から選択すること。 

イ （略） 

する場合に用いるものであること。 

エ 採型区分の「Ｂ－７」は、足指５本以内の切断を対象とし、多指切断であ

っても基本価格は一単位で取り扱うこと。 

オ 義足の型式は、ソケットの機能型を表したものであるため、常用と作業用

とは、足部の違いにより区分するものであること。 

カ キップシャフト（短断端切断用）は、大腿短断端用で断端に屈曲拘縮がみ

られ、やむを得ず断端末近くに継手装置を取り付けた座位姿勢ができるよう

な構造のものであること。 

キ いわゆる坐骨収納型ソケットは、坐骨結節から恥骨枝の一部（骨盤の一部

分）と大転子（大腿骨）をソケット内に納め、大腿骨を内転位に保持するこ

とにより、歩行中における義足側の体重負荷に対する安定性を高められるよ

う設計されたものであること。 

ク 大腿支柱付きは、断端に対する負荷を軽減する目的で使用されるものであ

ること。 

（新設） 

 

ケ 大腿義足・膝義足に、ソフトインサートのシリコーン又は完成用部品のラ

イナーを用いた場合は、ライナー式により取り扱うこと。 

コ 下腿義足で、全面が接触するよう製作したものについてはＴＳＢ式により

取り扱うこと。なお、懸垂方法として、「エの製作要素価格」の「(ｴ)の義手

用ハーネス及び義足懸垂用部品」の義足懸垂用部品を組み合わせても良いこ

と。ただし、ＰＴＳ式又はＫＢＭ式の義足懸垂方法を用いるときには、型式

に合わせて取り扱うこと。 

 

図－５ （略） 

 

（４）製作要素価格 

① ソケット 

ア ソケットの価格は、「イの採型区分」に基づきソケットの使用材料ごとに

「(ア)のソケット」から選択すること。 

イ （略） 
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ウ 熱硬化性樹脂とは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.（繊維強化プラスチック）のことで、樹脂注

型されたものであること。 

エ 熱可塑性樹脂とは、板状の樹脂が加熱成形されたものであること。 

オ 電動式は、センサ部の取り付け加工を行うソケット製作のときのみ算定で

き、二重式ソケットの価格に電動式を重複して算定することはできないこ

と。 

② ソフトインサート 

ア ソフトインサートの価格は、「イの採型区分」に基づきソフトインサート

の使用材料ごとに「(ｲ)のソフトインサート」から選択すること。 

（削除） 

イ ソフトインサートとは、骨突起部、断端末等の除圧のために部分的に当て

るものではなく、断端の全体を覆うものであること。 

ウ 義手用及び義足用のソフトインサートの使用は、断端の表面の状況により

ソケットのみでは不適合を生じる場合に限ること。 

エ シリコーンとは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.同様に樹脂注型されたものであり、完成用部

品のライナーを加えられないこと。 

③ 支持部 

（削除） 

ア 支持部の価格は、型式、部位及び使用材料ごとに「(ｳ)の支持部」から選択

すること。 

（削除） 

 

イ 算定できる支持部は、原則として次の表のとおりとすること。ただし、手

義手及び手部義手は、電動式に限ること。また、電動義手の支持部はソケッ

トを有する部分にのみ電動式を用い、他の部分は能動式及びその他の支持部

を用いること。 

 

○殻構造義肢の名称と算定できる支持部 

名  称 算定できる支持部 

肩義手 肩部・上腕部・前腕部 

ウ 熱硬化性樹脂とは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.（繊維強化プラスチック）のことで、ラミネ

ートされたものであること。 

エ 熱可塑性樹脂とは、板状の樹脂が加熱形成されたものであること。 

オ 電動式は、電極の取り付け加工を行うソケット製作のときのみ取り扱い、

二重式ソケットの価格に電動式を重複して取り扱えないこと。 

 

② ソフトインサート 

ア ソフトインサートの価格は、ソケットの採型区分に基づきソフトインサー

トの使用材料ごとに「(ｲ)のソフトインサート」から選択すること。 

イ 軟性発泡樹脂とは、ＰＥライト及びスポンジ等であること。 

ウ ソフトインサートとは、骨突起部、断端末等の除圧のために部分的に当て

るものではなく、断端の全体を覆うものであること。 

エ 義手用及び義足用のソフトインサートの使用は、断端の表面の状況により

ソケットのみでは不適合を生じる場合に限ること。 

オ シリコーンとは、Ｆ．Ｒ．Ｐ．同様にラミネートされたものであり、完成

用部品のライナーを加えられないこと。 

③ 支持部  

ア 装飾用、能動式、作業用又は電動式義手及び常用、作業用義足の場合 

（ア）支持部の価格は、各部位の組立て、切削等の加工費であり、それぞれ使

用材料ごとに「(ｳ)の支持部」を加えること。 

（イ）作業用義手は幹部を用いない場合、作業用義足は鉄脚を用いない場合に

限る。 

（ウ）支持部は、基本的には次のような方式により加算すること。ただし、手

義手および手部義手は、電動式に限ること。また、電動義手の支持部はソ

ケットを有する部分にのみ電動式を用い、他の部分は装飾用および能動式

の支持部を用いること。 

 

（新設） 

名  称 加 算 部 位 

肩義手 肩部・上腕部・前腕部 
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肩義手（電動式） 肩部（電動式）・上腕部・前腕部 

上腕義手・肘義手 上腕部・前腕部 

上腕義手・肘義手（電動式） 上腕部（電動式）・前腕部 

（削る） （削る） 

前腕義手 前腕部 

前腕義手（電動式） 前腕部（電動式） 

手義手（電動式） 前腕部（電動式） 

手部義手（電動式） 手部（電動式） 

股義足 股部・大腿部・下腿部 

大腿義足 大腿部・下腿部 

下腿義足 下腿部 

サイム義足 下腿部・足部 

足根中足義足 下腿部（下腿部支持式の場合）・足部 

足趾義足 足部 

 

ウ 図－６及び図－７のような斜線の部分をもつソケットの場合は、斜線部分

の大小にかかわらず支持部を加えることができること。 

エ オープンエンドソケットは、使用材料ごとに支持部の価格を加算すること

ができること。 

 

図－６～９ （略） 

 

オ 熱可塑性樹脂で成形された支持部そのものが外装となる場合は、外装のプ

ラスチックを加算することができないこと。 

カ 図－８のような斜線の部分がないソケットの場合は、支持部を加えられな

いこと。ただし、外装を行う場合は、使用材料ごとに「(ｵ)の外装」を加える

こと。 

キ サイム義足、足根中足義足及び足趾義足の場合は、図－９のようにソケッ

トと足先ゴムの間を軟性発泡樹脂で埋めた場合に「(ｳ)の支持部」の足部を

加えることができること。 

肩義手（電動式） 肩部（電動式）・上腕部・前腕部 

上腕義手 上腕部・前腕部 

上腕義手（電動式） 上腕部（電動式）・前腕部 

肘義手 上腕部（電動式）・前腕部 

前腕義手 前腕部 

前腕義手（電動式） 前腕部（電動式） 

手義手 前腕部 

手部義手 手部 

股義足 股部・大腿部・下腿部 

大腿義足 大腿部・下腿部 

下腿義足 下腿部 

（新設） （新設） 

（新設） （新設） 

（新設） （新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

図－６～９ （略） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 
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（削る） 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

（エ）サイム義足及び下腿部支持式の場合に限り、ソケット自体が支持部とな

ることから下腿支持部を加えること｡  

（オ）支持部の加算方法 

a 図－６及び図－７のような斜線の部分をもつソケットの場合は、斜線部

分の大小にかかわらず支持部を加えること。 

b 支持部の価格は、使用材料ごとに「(ｳ)の支持部」を加えること。 

c 支持部に熱可塑性樹脂を使用する場合は、セルロイドに準じて加算する

こと。 

d オープンエンド型ソケットは、使用材料ごとに支持部の価格を加算する

こと。 

e 外装の価格は、使用材料ごとに「(ｵ)の外装」を加えること。 

f 熱可塑性樹脂で成型された支持部そのものが外装となる場合は、外装の

プラスチックを加算することができないこと。 

g 図－８のような斜線の部分がないソケットの場合は、支持部を加えられ

ないこと。ただし、外装を行う場合は、使用材料ごとに「(ｵ)の外装」を

加えること。 

イ 作業用義手（幹部を用いる場合）及び作業用義足（鉄脚を用いる場合） 

（ア）作業用義手（幹部を用いる場合） 

a 肩義手作業用及び上腕義手作業用の場合は、「(ｳ)の支持部」の作業用・

上腕部のみを加えること。 

b 前腕義手作業用の場合は、「(ｳ)の支持部」の作業用・前腕部のみを加え

ること。 

（イ）作業用義足（鉄脚を用いる場合） 

a 股義足作業用及び大腿義足作業用の場合には、「(ｳ)の支持部」の作業用・

大腿部のみを加えること。 

b 下腿義足作業用の場合は、「(ｳ)の支持部」の作業用・下腿部を加えるこ

と。 

ウ 果義足、足根中足義足及び足指義足の場合 

図－９のようにソケットと足先ゴムの間を軟性発泡樹脂で埋めた場合に

「(ｳ)の支持部」の足部を加えること。 
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④ 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋 

ア （略） 

（ア）（略） 

（削る） 

 

（イ）使用部品の項目に一式とされているものであっても、使用部品の組合せ

ができること。（図－14、15、18 参照） 

（ウ）能動式に用いられるハーネスで、他の義手用ハーネスの組合せを必要と

する場合には、それぞれ組み合わせることができること。（図－20 参照） 

 

 

図－10～12 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14～20 （略） 

 

イ （略） 

（削る） 

 

（ア）使用部品の項目に一式とされているもの（大腿コルセット一式を除く。）

は、他の義足懸垂用部品を加えられないこと。（図－21参照） 

（イ）使用部品の項目に一式とされていないものは、使用部品の組合せにより

④ 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品 

ア （略） 

（ア）（略） 

（イ）肘義手用は上腕義手用に、手義手用及び手部義手用は前腕義手用に、そ

れぞれ準じて取り扱うこと。 

（ウ）使用部品の項目に一式とされているものであっても、使用部品の組み合

わせができること。（図－14、15、18、19、20 参照） 

（エ）能動式に用いられるハーネスで、他の義手用ハーネスの組み合せを必要

とする場合には、それぞれ組み合わせることができること。（図－20 参

照） 

 

図－10～12 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14～20 （略） 

 

イ （略） 

（ア）膝義足は大腿義足用に、サイム義足用は下腿義足用にそれぞれ準じて取

り扱うこと。 

（イ）使用部品の項目に一式とされているもの（大腿もも締め一式を除く。）

は、他の義足懸垂部品を加えられないこと。（図－21参照） 

（ウ）使用部品の項目に一式とされていないものは、使用部品の組み合わせに

図－13 上腕義手用 8字ハーネス一式 

図－13 上腕義手用 8字ハーネス一式 
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加算すること。（図－22、23 参照） 

（ウ）（略） 

（エ）軽便式・下腿義足の懸垂用膝カフは、ＰＴＢカフベルトに準じて取り扱

うこと。 

 

図－21～23 （略） 

 

ウ 断端袋 

断端袋は、年間の上限額のみが定められているため、特性及び数量にかか

わらず、当該額の範囲で一括支給することができること。 

 

⑤ 外装 

外装の価格は、外装部位及び使用材料等に応じて「(ｵ)の外装」から選択す

ること。ただし、肩部、股部及び足部については、次によること。 

ア （略） 

 

図－24・25 （略） 

 

イ （略） 

 

図－26・27 （略） 

 

ウ （略） 

 

（５）完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく補装具の種目、購入等に要する費用の額

の算定等に関する基準に係る完成用部品の指定について」の別添「補装具の種目、

購入等に要する費用の額の算定等に関する基準に係る完成用部品」（以下、「完

成用部品の指定基準」という。）に定めるところによるものとする。ただし、使

用部品の処方に際しては、障害状況や適切な補装具費支給等の観点からの妥当性

より加算すること。（図－22、23 参照） 

（エ）（略） 

（オ）軽便式・下腿義足常用普通用の懸垂用膝カフは、ＰＴＢカフベルトに準

じて取り扱うこと。 

 

図－21～23 （略） 

 

（新設） 

 

 

 

⑤ 外装 

外装部位と使用材料により各部位ごとに加算すること。ただし、肩部、股部

及び足部については、次によること。 

ア （略） 

 

図－24・25 （略） 

 

イ （略） 

 

図－26・27 （略） 

 

ウ （略） 

 

（５）完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、「障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく補装具の種目、購入等に要する費用の額

の算定等に関する基準に係る完成用部品の指定について」の別添「補装具の種目、

購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準に係る完成用部品」（以下、

「完成用部品の指定基準」という。）に定めるところによるものとする。ただし、

使用部品の処方に際しては、障害状況や適切な補装具費支給等の観点からの妥当
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が求められることから、更生相談所の意見等に基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受けの

対象とならないこと。 

なお、処方及び製作上特に必要と認められる場合には、骨格構造義肢及び装具

の完成用部品を用いることができること。 

① 義手用部品 

ア 肩継手部品のうち支柱の価格は、１本当たりのものであること。 

イ 肩継手部品のうち支柱以外の部品は、一組又はセットの価格であること。 

ウ （略） 

エ 作業用の手先具は、３個を限度として必要な数だけ加算することができる

こと。 

オ （略） 

（削る） 

 

② 義足用部品 

ア 股継手部品のうち支柱の価格は、１本当たりのものであること。 

イ 股継手部品のうち支柱以外の部品は、一組又はセットの価格であること。 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

（参考）（略） 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)断端の観察 

断端の表面の状況（筋収縮時と弛緩時の形状変化、知覚

の状況等）、関節の運動機能（屈曲、伸展、内転、外転等

の関節可動域や筋力等）の状況並びに肢位の観察及び特

徴の把握、筋肉の走路及び筋電位出力の確認（電動式） 

 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（断端の周径、断端長）及び角度を測定

及び情報カードへの記録と投影図の作成（トレースのほ

か前後左右からの写真撮影による断端形状の正確な把握

も必要） 

 

(ｳ)採型 
ギプス包帯法による断端の採型及び陰性モデルの順型

（石膏の盛り削り修正）、陽性モデルの注型及び取出し並

 

性が求められることから、更生相談所の意見等に基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受けの

対象とならないこと。 

なお、処方及び製作上特に必要と認められる場合には、骨格構造義肢及び装具

の完成用部品を用いることができること。 

① 義手用部品 

ア 肩継手部品のうち筋金の価格は、１本当たりのものであること。 

イ 肩継手部品のうち筋金以外の部品は、一組又はセットの価格であること。 

ウ （略） 

エ 義手の作業用に付ける手先具は、３個を範囲として必要な数だけ加算する

ことができること。 

オ （略） 

カ 断端袋は、年間の上限額のみが定められているため、特性、数量にかかわ

らず、当該額の範囲で一括支給することができること。 

② 義足用部品 

ア 股継手部品のうち筋金の価格は、１本当たりのものであること。 

イ 股継手部品のうち筋金以外の部品は、一組又はセットの価格であること。 

ウ 次に掲げる部品については、足部が含まれた価格であること。（KI－BU－

B19－1, KI－BU－B19－2） 

エ 断端袋は、年間の上限額のみが定められているため、特性、数量にかかわ

らず、当該額の範囲で一括支給することができること。 

 

（参考）（略） 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)断端の観察 

断端の表面の状況（筋収縮時と弛緩時の形状変化、知覚

の状況等）、関節の運動機能の状況（屈伸、内転、外転等

の関節可動域や筋力等）並びに肢位の観察及び特徴の把

握、筋肉の走路及び筋電位出力の確認（電動式） 

 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（断端の周径、断端長）及び角度を測定

及び情報カードへの記録と投影図の作成。（トレースのほ

か前後左右からの写真撮影による断端形状の正確な把握

も必要。） 

 

(ｳ)採型 
ギプス包帯法による断端の採型及び陰性モデルの順型

（石膏の盛り削り修正）、陽性モデルの注型及び取出し並
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びに陽性モデルの修正 

※（略） 

(ｴ)適合のチェッ

ク 

チェックソケットの製作、チェックソケットによる適合

のチェック（断端の筋、軟部組織の状態、体重支持、疼痛

の有無、関節可動域、トリミングライン、電極の位置等）

及び修正並びに継手位置の設定 

（略） 

(ｵ)陽性モデルの

製作 

チェックソケットへのギプスの注型、陽性モデルの修正、

表面の仕上げ及び乾燥 

 

(ｶ)ソケット製作 

陽性モデルへの積層材の被覆、強化材の付加、ＰＶＡバ

ッグの被覆、樹脂注型、取外し、ソケットトリミング及び

電極ダミーの設定（電動式） 

※（略） 

（略） 

(ｷ)支持部材の外

形の形成及び

要素の結合 

義手：パラフィン、プラスチックフォーム、ギプス等によ

る支持部芯材外形の形成及び要素の結合並びにバッ

テリ及びコントローラ収納場所の確保（電動式） 

義足：股継手、膝継手、足部等の機能部品の支持部材によ

る結合及び足部の調整 

（略） 

(ｸ)組立て 

義手：継手等各部の組合せ及び結合、ハーネスの取付け 

 

足部：アライメントカップリングの取付け、ベンチアラ

イメントの設定、各部の組合せ及び結合、懸垂装置

の取付け並びに角度調整 

（略） 

(ｹ)仮合せ 

義手：ソケットトリミングの修正、ハーネスの調整、機能

の点検、義手操作の基本指導及び適合の修正並びに

電極の位置確認及び感度調整（電動式） 

義足：アライメントの調整、適合の点検及び修正、各部の

機能の点検並びに起立及び歩行の基本動作の指導 

※義肢部品等の名称と機能の説明及びソケット等の装着

方法の指導、留意事項の説明 

※（略） 

 

(ｺ)外装及び仕上

げ 

義手：外形の研削、積層材の被覆及び樹脂注型並びに感

度調整用窓加工（電動式） 

義足：アライメントカップリングの取外し、外形の形成

及び外装 

 

(ｻ)適合検査 

適合、アライメント及び機能の最終点検並びに動作及び

操作の確認 

 

 

※関連業務 

・ 義肢の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

 

びに陽性モデルの修正。 

※（略） 

(ｴ)適合のチェッ

ク 

チェックソケットの製作、チェックソケットによる適合

のチェック（断端の筋、軟部組織の状態、体重支持、疼痛

の有無、関節可動域、トリミングライン、電極の位置等）

及び修正、継手の中心位置の設定。 

（略） 

(ｵ)陽性モデルの

製作 

チェックソケットへのギプスの注型、陽性モデルの修正、

表面の仕上げ及び乾燥。 

 

(ｶ)ソケット製作 

陽性モデルへのストッキネットの被覆、強化材の付加、

ＰＶＡバックの被覆、樹脂注型、取外し及びソケットト

リミング、電極ダミーの設定（電動式）。 

※（略） 

（略） 

(ｷ)支持部材の外

形の形成及び

要素の結合 

義手：パラフィン、プラスチックフォームギプス等によ

る支持部心材外形の形成及び要素の結合、バッテリ

ーおよびコントローラ収納場所の確保（電動式）。 

義足：股継手、膝継手、足部等の機能部品の支持部材によ

る結合及び足部の調整。 

（略） 

(ｸ)組立て 

義手：継手等各部の組み合わせ及び結合、ハーネスの取

付け。 

足部：アライメントカップリングの取付け、ベンチアラ

イメントの設定、各部の組み合わせ及び結合、懸垂

装置の取付け並びに角度調整。 

（略） 

(ｹ)仮合せ 

義手：ソケットトリミングの修正、ハーネスの調整及び

機能の点検、電極の位置確認及び感度調整（電動式）、

義手操作の基本指導並びに適合の修正。 

義足：アライメントの修正、適合の点検及び修正、各部の

機能の点検並びに起立及び歩行の基本動作の指導。 

※義肢部品等の名称と機能の説明及びソケット等の装着

方法の指導、留意事項の説明。 

※（略） 

 

(ｺ)外装及び仕上

げ 

義手：外形の研削、ストッキネットの被覆及びラミネー

ション、感度調整用窓加工（電動式）。 

義足：カップリングの取外し、外形の形成、内部余肉の除

去、外装並びにソケットの適合及び機能の最終点検。 

 

(ｻ)適合検査 

適合及びアライメントの点検並びにユーザに対する義肢

の取扱い方法の説明やメンテナンス、断端の衛生管理等

の指導。 

 

※関連業務 

・ 義肢の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、ユーザ

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 
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（略） 

 

（参考）（略） 

 

（略） 

 

（参考）（略） 

 

２ 骨格構造義肢 

（１）（略） 

（２）（略） 

義肢は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、骨格構造義肢の価

格は、「イの採型区分」による「ウの基本価格」に「エの製作要素価格」及び「オ

の完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品の価格を合算した額の 100分の 106

に相当する額を上限とすること。（図－28参照） 

「100 分の 106 に相当」の趣旨は、骨格構造義肢を製作するに当たって必要な

材料及び部品等の購入には消費税が課税されているものの、販売時には非課税と

なるため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。 

骨格構造義肢の構成は価格体系に基づくものであること。（図－29、30 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－29・30 （略） 

 

（３）基本価格 

２ 骨格構造義肢 

（１）（略） 

（２）（略） 

したがって、骨格構造義肢の価格は、「イの採型区分」による「ウの基本価格」

に「エの製作要素価格」及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品

の価格を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とすること。（図－28参

照） 

なお、義肢は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、基準額の内

訳はいかなる場合も本体価格のみである。「100 分の 106に相当」の趣旨は、骨

格構造義肢を製作するに当たって必要な材料及び部品等の購入には消費税が課

税されているため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。

骨格構造義肢の構成は価格体系に基づき行われること。（図－29、30 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－29・30 （略） 

 

（３）基本価格 

図－28 骨格構造義肢の価格体系

図－28 骨格構造義肢の価格体系 
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① 義手 

ア （略） 

（削る） 

 

イ （略） 

ウ スプリットソケットとは、前腕極短断端に使用されるものでソケットと前

腕支持部が分離しており、倍動式肘継手又は断端操作式能動肘継手を持つも

のであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 義足 

ア 義足の基本価格は、「イの採型区分」（図－32 参照）に基づきそれぞれ

製作する義足の型式ごとに決定し、「ウの基本価格」から選択すること。 

（削る） 

 

 

イ キップシャフトは、下肢切断短断端で断端に屈曲拘縮がみられる場合に、

座位姿勢を取ることを目的として、断端末近くに継手装置を取り付ける構造

のもので、他の方法では代替できない場合に限ること。 

ウ （略） 

エ （略） 

オ （略） 

カ （略） 

① 義手 

ア (略) 

イ 採型区分と名称の関係は、概ね次のとおりであること。 

Ａ－１ 肩義手   Ａ－２ 上腕義手   Ａ－３ 前腕義手 

ウ （略） 

エ スプリットソケットとは、前腕極短断端に使用されるものでソケットと前

腕支持部がセパレーツになっており、倍動式継手又は断端操作式能動継手を

持つものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 義足 

ア 義足の基本価格は、「イの採型区分」（図－32 参照）に基づきそれぞれ

製作する義足の型式ごとに決定し、「ウの基本価格」から選択すること。 

イ 採型区分と名称の関係は、概ね次のとおりであること。 

Ｂ－１ 股義足    Ｂ－２ 大腿義足   Ｂ－３ 膝義足 

Ｂ－４ 下腿義足   Ｂ－５ 下腿義足（サイム義足） 

ウ キップシャフトは、大腿短断端用で断端に屈曲拘縮がみられ、やむを得ず

断端末近くに継手装置を取り付けた座位姿勢ができるような構造のもので

あること。 

エ （略） 

オ （略） 

カ （略） 

キ （略） 

図－31 義手の採型区分

図－31 義手の採型区分 
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図－32 （略） 

 

（４）製作要素価格 

① ソケット 

ア （略） 

イ 二重式ソケットは、断端の表面を均等に受けるようにするものとし、支持

部に取り付け、変形を防止するためにプラスチック等硬質の材料を使用する

こと。なお、二重式ソケットの価格は、採型区分ごとに外ソケットと内ソケ

ットの各使用材料の価格を合算した額とすること。 

ウ 熱硬化性樹脂とは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.（繊維強化プラスチック）のことで、樹脂注

型されたものであること。 

エ 熱可塑性樹脂とは、板状の樹脂が加熱成形されたものであること。 

② ソフトインサート 

ア ソフトインサートの価格は、「イの採型区分」に基づきソフトインサート

の使用材料ごとに「(ｲ)のソフトインサート」から選択すること。 

イ 軟性発泡樹脂とは、ＰＥライト等のスポンジ材であること。 

ウ （略） 

エ （略） 

オ シリコーンとは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.同様に樹脂注型されたものであり、完成用部

品のライナーを加えられないこと。 

③ 支持部 

支持部は、それぞれ製作する義手又は義足の型式ごとに「(ｳ)の支持部」か

ら選択すること。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

図－32 （略） 

 

（４）製作要素価格 

① ソケット 

ア （略） 

イ 二重式ソケットは、断端の表面を均等に受けるようにするものとし、支持

部に取り付け、変形を防止するためにプラスチック等硬質の材料を使用する

こと。なお、二重式ソケットの価格は、採型区分ごとに外ソケットと内ソケ

ットのそれぞれ使用材料ごとの価格を合算した額とすること。 

ウ 熱硬化性樹脂とは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.のことで、ラミネートされたものであるこ

と。 

エ 熱可塑性樹脂とは、板状の樹脂が加熱形成されたものであること。 

② ソフトインサート 

ア ソフトインサートの価格は、ソケットの採型区分に基づきソフトインサー

トの使用材料ごとに「(ｲ)のソフトインサート」から選択すること。 

イ 軟性発泡樹脂とは、ＰＥライト及びスポンジ等であること。 

ウ （略） 

エ （略） 

オ シリコーンとは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.同様にラミネートされたものであり、完成用

部品のライナーを加えられないこと。 

③ 支持部 

ア 支持部は、それぞれ製作する義手又は義足の型式ごとに「(ｳ)の支持部」

から選択すること。 

 

名   称 適  用  例 

肩義手用 肩義手の場合に限ること。 

上腕義手用 上腕義手の場合に限ること。 

前腕義手用 前腕義手の場合に限ること。 

股義足用 股義足の場合に限ること。 

大腿義足用 大腿義足の場合に限ること。 

下腿義足用 下腿義足の場合に限ること。 
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④ 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋 

義手用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋の取扱いについては、１の

殻構造義肢に準ずること。 

⑤ 外装 

ア 外装は、フォームカバー又は熱可塑性樹脂を用いる場合にのみ加えるこ

と。 

イ フォームカバーは、皮革を当てる等の耐久性を持たせる工夫を施すこと。 

ウ 外装に用いるフォームカバー又は熱可塑性樹脂は、調整及び修理を考慮し

て簡単に着脱できる構造にすること。 

エ 外装にリアルソックスを使用する場合は、「オの完成用部品」を加えるこ

と。 

（５）完成用部品 

（略） 

なお、処方及び製作上特に必要と認められる場合には、殻構造義肢及び装具の

完成用部品を用いることができること。また、作業用の手先具は３個を限度とし

て必要な数だけ加算することができること。 

 

 

（参考）骨格構造義肢の基本工作法から考えられる必要な設備等 

（略） 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)断端の観察 

断端の表面の状況（筋収縮時と弛緩時の形状変化、知覚

の状況等）、関節の運動機能（屈曲、伸展、内転、外転等

の関節可動域や筋力等）の状況並びに肢位の観察及び特

徴の把握 

 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（断端の周径、断端長）及び角度の測定

並びに情報カードへの記録並びに投影図の作成（トレー

スのほか前後左右からの写真撮影による断端形状の正確

な把握も必要） 

 

(ｳ)採型 

ギプス包帯法による断端の採型及び陰性モデルの順型

（石膏の盛り削り修正）、陽性モデルの注型及び取出し並

びに陽性モデルの修正 

※断端の採型に当たっては、良肢位を保つため採型冶具

や補助具を用いる場合がある。また、断端の正確な形

状を得るため場合によっては複数の義肢装具士が行う

 

④ 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品 

義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の取扱いについては、１の殻構造義肢に

準ずること。 

⑤ 外装 

ア 外装は、フォームカバーを用いる場合にのみ加えること。 

イ フォームカバーは、股部、膝部に皮革を当てる又は補強材を塗る等耐久性

を持たせる工夫を施すこと。 

ウ フォームカバーは、調整及び修理を考慮して簡単に着脱できる構造にする

こと。 

エ 足部の外装にリアルソックスを使用する場合は、「オの完成用部品」を加

えること。 

（５）完成用部品 

（略） 

なお、処方及び製作上特に必要と認められる場合には、殻構造義肢及び装具の

完成用部品を用いることができること。 

断端袋は、年間の上限額のみが定められているため、特性、数量にかかわらず、

当該額の範囲で一括支給することができること。 

 

（参考）義肢の基本工作法から考えられる必要な設備等 

（略） 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)断端の観察 

断端の表面の状況（筋収縮時と弛緩時の形状変化、知覚

の状況等）、関節の運動機能の状況（屈伸、内転、外転等

の関節可動域や筋力等）並びに肢位の観察及び特徴の把

握。 

 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（断端の周径、断端長）及び角度を測定

及び情報カードへの記録と投影図の作成。（トレースのほ

か前後左右からの写真撮影による断端形状の正確な把握

も必要。） 

 

(ｳ)採型 

ギプス包帯法による断端の採型及び陰性モデルの順型

（石膏の盛り削り修正）、陽性モデルの注型及び取出し並

びに陽性モデルの修正。 

※断端の採型に当たっては、良肢位を保つため採型冶具

や補助具を用いる場合がある。また、断端の正確な形

状を得るため場合によっては複数の義肢装具士が行う
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必要がある。 

(ｴ)適合のチェッ

ク 

チェックソケットの製作、チェックソケットによる適合

のチェック（断端の筋、軟部組織の状態、体重支持、疼痛

の有無、関節可動域、トリミングライン等）及び修正並び

に継手位置の設定 

（略） 

(ｵ)陽性モデルの

製作 

チェックソケットへのギプスの注型、陽性モデルの修正、

表面の仕上げ及び乾燥 

 

(ｶ)ソケット製作 

陽性モデルへの積層材の被覆、強化材の付加、ＰＶＡバ

ッグの被覆、樹脂注型、取外し及びソケットトリミング 

※ソケット構造によっては、完成用部品のコネクタ等支

持部材を組み込み、注型を行う。この際、強度を確保す

るために、アライメント復元冶具を用いて位置設定を

行う。 

 

（略） 

(ｷ)支持部材の外

形の形成及び

要素の結合 

義手：パラフィン、プラスチックフォーム、ギプス等によ

る支持部芯材外形の形成及び要素の結合 

義足：股継手、膝継手、足部等の機能部品の支持部材によ

る結合及び足部の調整 

（略） 

(ｸ)組立て 

義手：継手等各部の組合せ及び結合並びにハーネスの取

付け 

足部：カップリングの取付け、ベンチアライメントの設

定、各部の組合せ及び結合、懸垂装置の取付け並び

に角度調整 

（略） 

(ｹ)仮合せ 

義手：ソケットトリミングの修正、ハーネスの調整及び

機能の点検、義手操作の基本の指導並びに適合の修

正 

義足：アライメントの調整、適合の点検及び修正、各部の

機能の点検並びに起立及び歩行の基本動作の指導 

※義肢部品等の名称と機能の説明及びソケット等の装着

方法の指導、留意事項の説明 

※スタティックアライメントの調整の後、安定した歩行

を得るためダイナミックアライメントを決定する。 

 

(ｺ)外装及び仕上

げ 

義手：フォームカバーの穴堀り及び外形の研削、積層材

の被覆 

義足：アライメントカップリングの取外し、外形の形成

及び外装 

 

（略） 

(ｻ)適合検査 

適合、アライメント及び機能の最終点検並びに動作及び

操作の確認 

 

 

※関連業務 

・ 義肢の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務 

・ 初期段階で、使用者に義肢を装着するまでの流れに

 

必要がある。 

(ｴ)適合のチェッ

ク 

チェックソケットの製作、チェックソケットによる適合

のチェック（断端の筋、軟部組織の状態、体重支持、疼痛

の有無、関節可動域、トリミングライン等）及び修正、継

手の中心位置の設定。 

（略） 

(ｵ)陽性モデルの

製作 

チェックソケットへのギプスの注型、陽性モデルの修正、

表面の仕上げ及び乾燥。 

 

(ｶ)ソケット製作 

陽性モデルへのストッキネットの被覆、強化材の付加、

ＰＶＡバックの被覆、樹脂注型、取外し及びソケットト

リミング。 

※ソケット構造によっては、完成用部品のコネクタ等支

持部材を組み込み、注型を行う。この際、強度を確保す

るために、アライメント復元冶具を用いて位置設定を

行う。 

（略） 

(ｷ)支持部材の外

形の形成及び

要素の結合 

義手：パラフィン、プラスチックフォームギプス等によ

る支持部心材外形の形成及び要素の結合。 

義足：股継手、膝継手、足部等の機能部品の支持部材によ

る結合及び足部の調整。 

（略） 

(ｸ)組立て 

義手：継手等各部の組み合わせ及び結合、ハーネスの取

付け。 

足部：カップリングの取付け、ベンチアライメントの設

定、各部の組み合わせ及び結合、懸垂装置の取付け

並びに角度調整。 

（略） 

(ｹ)仮合せ 

義手：ソケットトリミングの修正、ハーネスの調整及び

機能の点検、義手操作の基本指導並びに適合の修正。 

義足：アライメントの修正、適合の点検及び修正、各部の

機能の点検並びに起立及び歩行の基本動作の指導。 

※義肢部品等の名称と機能の説明及びソケット等の装着

方法の指導、留意事項の説明。 

※スタティックアライメントの調整の後、安定した歩行

を得るためダイナミックアライメントを決定する。 

 

 

(ｺ)外装及び仕上

げ 

義手：フォームカバーの穴堀及び外形の研削、ストッキ

ネットの被覆。 

義足：アライメントカップリングの取外し、外形の形成、

内部余肉の除去、外装並びにソケットの適合及び機

能の最終点検。 

（略） 

(ｻ)適合検査 

適合及びアライメントの点検並びにユーザに対する義肢

の取扱い方法の説明やメンテナンス、断端の衛生管理等

の指導。 

 

※関連業務 

・ 義肢の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、ユーザ

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務。 

・ 初期段階で、ユーザに義肢を装着するまでの流れに
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ついて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 義肢の引渡し後も、定期的なチェック等のフォロー

アップを行うことが望ましいことを使用者にご理

解いただく。 

 

３ 装具（オーダーメイド） 

（１）（略） 

（２）（略） 

装具（オーダーメイド）は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、

装具の価格は、「イの採型区分」による「ウの基本価格」に「エの製作要素価格」

及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品の価格を合算した額の 100

分の 106に相当する額を上限とすること。（図－33参照） 

「100 分の 106 に相当」の趣旨は、装具を製作するに当たって必要な材料及び

部品等の購入には消費税が課税されるものの、販売時には非課税となるため、当

該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。 

装具の構成は価格体系に基づくものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 義肢の引渡し後も、定期的なチェックを行うことが

望ましいことをユーザにご理解いただく。 

 

 

３ 装具 

（１）（略） 

（２）（略） 

したがって、装具の価格は、「イの採型区分」による「ウの基本価格」に「エ

の製作要素価格」及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品の価格

を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とすること。（図－33参照） 

なお、装具は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、基準額の内

訳はいかなる場合も本体価格のみである。「100 分の 106に相当」の趣旨は、装

具を製作するに当たって必要な材料及び部品等の購入には消費税が課税される

ため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○靴型装具（患足の場合） 

図－33 装具の価格体系 

○下肢・体幹・上肢装具 

図－33 装具の価格体系

○ 下肢・体幹・上肢装具 
○ 靴型装具 
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（３）基本価格 

① 共通事項 

ア （略） 

イ （略） 

ウ 下肢装具、靴型装具及び上肢装具の基本価格は、片側を１単位として算定

することができること。ただし、両側骨盤帯長下肢装具は基本価格を「Ａ－

10」で算定すること。 

エ （略） 

オ 採型とは、「アの基本工作法」に基づいた採型に必要な工程のなかで、「(ｳ)

の採型」及び「(ｴ)の陽性モデルの製作」が行われるものであること。 

なお、実際に採型を行ったものであっても、陽性モデルの製作及び修正が

行われない場合には、採寸の価格とすること。 

カ ２種類以上の装具を組み合わせた装具の場合は、それぞれの基本価格のう

ち最も高いもので算定することとし、それぞれの基本価格を加算できないこ

と。ただし、両長下肢装具に体幹装具（骨盤帯を除く。）を組み合わせる場

合は、体幹装具の基本価格に下肢装具の基本価格「Ａ－10」を加算すること

ができること。 

キ カーボン製装具は、筋力の著しい低下が認められる等により医師が必要で

あると判断し、処方箋に明記している場合に限り、算定することができるこ

と。ただし、チェック用装具のための完成用部品の加算はできないこと。 

カーボン製装具は、樹脂注型により個別に成形されたもの並びにオートク

レープ方式等にてプリプレグカーボン等を使い、個別に成形されたものであ

ること。 

② 下肢装具 

ア 下肢装具の基本価格は、「イの採型区分」（図－34参照）により決定する

こと。 

イ 採型区分と名称の関係は、概ね次のとおりであること。 

Ａ－１ 股装具   Ａ－２ 骨盤帯長下肢装具（片側） 

Ａ－３ 長下肢装具  Ａ－４ 膝装具 

Ａ－５ 短下肢装具（大腿骨顆部を覆うものに限る。） 

Ａ－６ 短下肢装具  Ａ－７ 足装具 

（３）基本価格 

① 共通事項 

ア （略） 

イ （略） 

（新設） 

 

 

ウ （略） 

エ 採型とは、「アの基本工作法」に基づいた採型に必要な工程のなかで、「(ｳ)

の採型」及び「(ｴ)の陽性モデルの製作」が行われるものであること。 

なお、実際に採型を行ったものであっても「(ｴ)の陽性モデルの製作・修

正」が行われない場合には、採寸の価格とすること。 

オ ２種類以上の装具を組み合わせた装具の場合は、それぞれの基本価格を加

算できないこと。ただし、右及び左を製作する場合には、下肢装具、靴型装

具及び上肢装具の基本価格は、一側を一単位として加算することができるこ

と。 

 

カ 筋力が著しく低下した方に必要と判断された場合は、支持部にカーボンを

用いることができること。ただし、チェックアウト用の装具のための完成用

部品の加算はできないこと。 

  カーボンを用いた装具は、樹脂注型により個別に成型されたもの並びにオ

ートクレープ方式等にてプリプレグカーボン等を使い、個別に成型されたも

のであること。 

② 下肢装具 

ア 下肢装具の基本価格は、「イの採型区分」（図－34参照）により決定する

こと。 

イ 採型区分と名称の関係は、概ね次のとおりであること。 

Ａ－１ 股装具        Ａ－２ 長下肢装具（骨盤付） 

Ａ－３ 長下肢装具      Ａ－４ 膝装具 

Ａ－５ 短下肢装具（顆上式） Ａ－６ 短下肢装具 

Ａ－７ 足底装具       Ａ－８ 股関節外転装具（タイプ１） 



 

19 

 

Ａ－８ 股関節外転装具（膝関節屈曲型。児童に限る。） 

Ａ－９ 股関節外転装具（膝関節伸展型。児童に限る。） 

Ａ－10 骨盤帯長下肢装具（両側） 

 

図－34 （略） 

 

③ 靴型装具 

ア （略） 

イ 靴型装具の基本価格は、右又は左の片側を１単位として算定すること。 

ウ （略） 

Ｂ－１ 長靴、半長靴、チャッカ靴   Ｂ－２ 短靴 

エ （略） 

 

図－35 （略） 

 

④ 体幹装具 

ア （略） 

イ （略） 

Ｃ－１ 頚椎装具（胸腰仙椎装具付） Ｃ－２ 頚胸椎装具 

Ｃ－３ 頚椎装具（カラー） Ｃ－４ 胸腰仙椎装具（肩ベルト付） 

Ｃ－５ 胸腰仙椎装具  Ｃ－６ 腰仙椎装具、仙腸装具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－９ 股関節外転装具（タイプ２） 

Ａ－10 両長下肢装具（骨盤付） 

 

 

図－34 （略） 

 

③ 靴型装具 

ア （略） 

イ 靴型装具の基本価格は、右又は左の一側当たりのものであること。 

ウ （略） 

Ｂ－１ 長靴   Ｂ－２ 半長靴、チャッカ靴、短靴 

エ （略） 

 

図－35 （略） 

 

④ 体幹装具 

ア （略） 

イ （略） 

Ｃ－１ 頸椎装具（胸椎装具付）   Ｃ－２ 頸椎装具 

Ｃ－３ 胸椎装具（肩バンド付）   Ｃ－４ 胸椎装具 

Ｃ－５ 腰椎装具、仙腸装具     （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 上肢装具 

ア （略） 

イ （略） 

Ｄ－１ 肩装具  Ｄ－２ 肘装具（手部付）、ＢＦＯ 

Ｄ－３ 肘装具  Ｄ－４ 手関節装具 

Ｄ－５ 手装具  Ｄ－６ 指装具 

 

図－37 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 上肢装具 

ア （略） 

イ （略） 

Ｄ－１ 肩装具   Ｄ－２ 肘装具（タイプ１） 

Ｄ－３ 肘装具（タイプ２） 

Ｄ－４ 手背屈補助装具、長対立装具、把持装具 

Ｄ－５ 短対立装具、ＭＰ屈曲・伸展補助装具  Ｄ－６ 指装具 

 

図－37 （略） 

 

図－36 体幹装具の採型区分 

図－36 体幹装具の採型区分 

４ ５ ６ ３ 
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（４）装具の製作要素価格 

① 下肢装具 

ア 継手 

（ア）固定式継手 

ａ 固定式継手とは、一本棒状の金属支柱をもち、全く動きのない継手であ

ること。（図－38参照） 

ｂ 固定式継手は、継手のない支柱を用いる場合にのみ加算できること。 

 

（イ）遊動式継手 

ａ 遊動式継手とは、可動性をもつ継手であること。（図－39参照） 

ｂ 遊動式継手は、継手のある支柱を用いる場合にのみ加算できること。な

お、遊動式継手には固定・遊動切替式の継手も含まれること。 

ｃ 鋼線支柱の場合は、遊動式の価格とし、片側を１単位とすること。（図

－40参照） 

ｄ 完成用部品に指定されているプラスチック製の継手は、遊動式継手とし

て取り扱うこと。（プラスチック継手と完成用部品の併用加算はできない

こと。） 

ｅ 後方支柱の場合は、片側遊動式として算定すること。つまり、装具１個

当たりの価格を１単位とすること。（図－41参照） 

（ウ）プラスチック継手 

ａ プラスチック継手は、ヒンジ式、可撓式及び可撓性のある継手に区分さ

れること。（図－42参照） 

ｂ ヒンジ継手は、片側を１単位として算定すること。 

 

 

ｃ 可撓式及び可撓性のある継手については、片側プラスチック継手として

算定すること。つまり、装具１個当たりの価格を１単位とすること。 

 

（削る） 

 

（削る） 

（４）装具の製作要素価格 

① 下肢装具 

ア 継手 

（ア）固定式継手 

a 固定式継手は、一本棒状の金属支柱をもち、全く動きのない継手である

こと。（図－38参照） 

b したがって、固定式継手は、継手のない支柱を用いる場合にのみ加算す

ること。 

（イ）遊動式継手 

a 遊動式継手とは、可動性をもつ継手であること。（図－39参照） 

b したがって、遊動式継手は、継手のある支柱を用いる場合にのみ加算す

ること。なお、遊動式継手には固定・遊動切替式の継手も含まれること。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（ウ）プラスチック継手 

a プラスチック継手とは、継手部品として独立した形状を有するプラスチ

ックの継手であり、遊動式のものと可撓性のものとに区分されること。 

b 可撓性のプラスチック継手を用いる場合の価格は、プラスチック継手の

価格（価格×１）とすること。ただし、ヒンジ継手を用いる場合の価格は、

片側を一単位とすること。（図－40 参照） 

c 継手部品として独立していない形状のプラスチック継手については、そ

の形状の如何を問わずフレキシブルアンクルの場合に限り、可撓性のプラ

スチック継手として取り扱うこと。 

d 完成用部品に指定されているプラスチック製の継手は、遊動式継手とし

て取り扱うこと。 

（エ）その他 
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図－38・39 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 支持部 

（ア）支持部とは肢体を半周又は一周するもので、装具を肢体に固定し、支柱

の位置決定及び装具の強度を高めるために用いられるものであること｡ 

（イ）半月及び皮革は、それぞれ１カ所を１単位とすること。 

（ウ）カフベルトは半月を使用する場合のみ算定できることとし、硬性に算定

することはできないこと。 

（エ）熱硬化性樹脂とは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.（繊維強化プラスチック）のことで、樹脂

注型されたものであること。 

（オ）熱可塑性樹脂とは、板状の樹脂が加熱成形されたものであること。 

（カ）カーボンとは、Ｃ．Ｆ．Ｒ．Ｐ．（炭素繊維強化プラスチック）のことで、

ウェットカーボン又はドライカーボンを指す。支持部をカーボンで製作し

た場合は、半月と組合せできないこと。 

（削る） 

（キ）（略） 

a 鋼線支柱の場合は、遊動式の価格とし、片側を一単位とすること。（図

－41 参照） 

b 短下肢装具用の板バネ支柱の場合は、足継手の遊動式の価格（価格×１）

とすること。（図－42 参照） 

 

図－38・39 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 支持部 

（ア）支持部とは、肢体を半周又は一周するもので、装具を肢体に固定し、支

柱の位置決定及び装具の強度を高めるために用いられるものであること｡ 

（イ）半月及び皮革は、それぞれ１カ所を一単位とすること。 

（新設） 

 

（ウ）熱硬化性樹脂とは、Ｆ.Ｒ.Ｐ.のことで、ラミネートされたものである

こと。 

（エ）熱可塑性樹脂とは、板状の樹脂が加熱形成されたものであること。 

（オ）カーボンとは、Ｃ．Ｆ．Ｒ．Ｐのことで、ウェットカーボン又はドライ

カーボンを指す。支持部をカーボンで製作した場合は、半月と組合せでき

ないこと。 

（カ）ＰＴＳ式及びＫＢＭ式は、ＰＴＢ式に準じて取り扱うこと。 

（キ）（略） 

図－40 プラスチック継手の事例 図－41 鋼線支柱の事例 図－42 板バネ支柱の事例 

遊動式 可撓式 

図－41 後方支柱 

（１単位で算定） 

図－40 鋼線支柱 

（２単位で算定） 
図－42 プラスチック継手

ヒンジ式 

（２単位で算定） 

可撓式 

（１単位で算定） 

可撓式のある継手 

（１単位で算定） 



 

23 

 

（ク）（略） 

（ケ）足部覆いとは、皮革製の足部支持要素でつま先部分がないものであるこ

と。 

 

（コ）標準靴とは、一般のレディメイドの靴ではなく、義肢装具材料として販

売されている半完成品の靴を加工して靴付きの下肢装具を製作する場合

の基準であり、靴自体の価格が含まれていること。 

（削る） 

 

（サ）下肢装具の足部について、医師が必要と認める場合に限り、靴型装具の

価格を算定することができること。 

（シ）足底装具のうち「ＭＰ関節遠位」とは、ＭＰ関節の局所的な除圧が必要

な場合等で５趾すべてにおいて基節骨以遠に及ぶものとし、その他は「Ｍ

Ｐ関節近位」で算定すること。 

（ス）硬性にはベルトの価格が含まれていること。ただし、短下肢装具（硬性）

において３本を超えるベルトを使用する場合は、処方箋に必要性が明記さ

れている限りにおいて、超える分につき１本当たりの価格を加算できるこ

と。 

（セ）支持部に完成用部品を使用する場合は、当該支持部の価格の 40％の範囲

内において、作業技術料を算定できること。あぶみについては、支持部の

価格に完成用部品価格を加算できること。 

ウ その他の加算要素 

（ア）膝サポーターを製作する場合は、基本価格に製作要素価格の「ｃのその

他の加算要素の価格」を合算した額とすること。ただし、遊動式継手付き

の場合は、製作要素価格の「ａの継手」を加えること。なお、膝サポータ

ーについては、レディメイドの膝サポーターでは対応できない場合に限り

算定できること。 

（イ）キャリパー及びツイスターで算定する場合は、完成用部品を加えられな

いこと。 

（ウ）Ｔ・Ｙストラップについては、原則として支柱付装具の付属品であるが、

硬性に用いる場合は、硬性の支持部に含まれるベルト１本分の価格を差引

（ク）（略） 

（ケ）足部のＢの皮革の『大』とは、足部の半分以上を覆うものであって、い

わゆる『足部おおい』であること。また、『小』とは、『足部おおい以外

のもの』であって通常の足底板はこれに含まれること。 

（コ）標準靴とは、一般のレディメイドの靴ではなく、義肢装具材料メーカー

が製作販売している半完成品の靴を加工して靴付きの下肢装具を製作す

る場合の基準であり、「オの完成用部品」を加算すること。 

（サ）短下肢装具の「Ｆ硬性」には、カフバンドを加算することができないこ

と。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

ウ その他の加算要素 

（新設） 

 

 

 

 

（ア）キャリパー及びツイスターを用いる場合は、完成用部品を加えられない

こと。 

（新設） 
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いた額を上限価格とすること。 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

（エ）（略） 

（オ）（略） 

（カ）補高用足部とは、健肢との大幅な脚長差を補正するために下肢装具の足

部の下方に取り付ける義足部品の足部であり、完成用部品を加えることが

できること。 

（キ）（略） 

（ク）足底装具において、屋内で使用する必要がある場合、足底装具屋内用ベ

ルトを加算できること。なお、足底装具の全面を皮革で覆い、皮革ベルト

を取り付けた場合は、上限価格の２倍の範囲内の額を加算できること。 

（ケ）装具装着に際し市販品の靴の加工が必要な場合は、加工に要した費用を

算定できること。ただし、市販品の靴は自費で購入すること。 

② 靴型装具 

ア 製作要素 

（ア）（略） 

（イ）短靴とは、腰革（側革）の高さが果部より低い靴であること。 

（ウ）チャッカ靴とは、腰革（側革）の高さが果部に及ぶ靴であること。 

（エ）半長靴とは、腰革（側革）の高さが果部を完全に覆う靴であること。 

（オ）長靴とは、腰革（側革）の高さが概ね下腿の２／３までかかる靴である

こと。 

イ 患足 

（ア）右又は左の片側を１単位とすること。 

（イ）整形靴とは、既製品の靴型（ラスト）を補正して製作されたものである

こと。 

（ウ）特殊靴とは、採型した陰性モデルから製作した陽性モデルを基に製作さ

れたものであること。 

 

（イ）ヒールの補正及び足底の補正を必要とする場合には、靴型装具の「ｂの

付属品等の加算要素」に準じて取り扱うこと。 

（ウ）膝サポーターのみを製作する場合は、基本価格に製作要素価格の「ｃの

その他の加算要素の価格」を合算した額とすること。ただし、遊動式継手

付きの場合は、製作要素価格の「ａの継手」を加えること。 

（エ）（略） 

（オ）（略） 

（カ）補高用足部とは、脚長差を補正するために下肢装具の足部の下方に取り

付ける義足型足部であり、健肢と大幅な脚長差が生じる場合にのみ加える

こと。 

（キ）（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

② 靴型装具 

ア 製作要素 

（ア）（略） 

（イ）短靴とは、側革の高さが果部より低い靴であること。 

（ウ）チャッカ靴とは、側革の高さが果部までの靴であること。 

（エ）半長靴とは、側革の高さが果部を覆う靴であること。 

（オ）長靴とは、側革の高さが概ね下腿の２／３までかかる靴であること。 

 

イ 患足 

（ア）右又は左の一側を一単位とすること。 

（イ）整形靴とは、医師の処方に基づき変形の矯正、疼痛のない圧力分散等特

定の目的のために特定の患者の足部に適合させた靴であること。 

（ウ）特殊靴とは、特定の患者の形態に応じて靴を作るため特別に木型（プラ

スチック等のものを含む）をおこし作られた靴であること。 
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（エ）（略） 

（オ）（略） 

ウ 健足 

（ア）右又は左の片側を１単位とすること。 

（イ）（略） 

エ 付属品等の加算要素 

（ア）月型の延長とは、通常の月型芯を足先方向又は足関節より上の方向に延

長したものであり、それぞれの方向に延長した場合であっても当該価格で

取り扱うこと。 

（イ）スチールバネ入りとは、足関節の側方安定性を向上させる目的で付加さ

れたものであり、使用本数にかかわらず１単位とすること。 

（ウ）ベルトは３本までを本体に含むものとし、３本を超えるベルトを使用す

る場合は、処方箋に必要性が明記されている限りにおいて、超える分につ

き１本当たりの価格を加算できること。 

（エ）補高 

ａ （略） 

ｂ 靴の補高とは、靴の表底に補高を貼り合わせるものであり、健足補高も

これに準じて取り扱うこと。 

（オ）靴型装具の構成要素には、足部に適合させるためのインソールも含むこ

とから、足底装具を加算することは出来ないこと。 

③ 体幹装具 

ア 支持部 

（ア）支持部について、２種類以上の種類を組み合わせた場合は個々の価格の

うち最も高い価格で算定すること。 

（イ）軟性は、キャンバス及びメッシュの区分がないこと。 

（ウ）骨盤支持部は、側弯症装具の場合に限り加算できること。なお、ミルウ

ォーキー型については、他の支持部を加算することができないこと。 

【ミルウォーキー型の算定例】 

基本価格「Ｃ－６ 採型」、支持部「骨盤支持部」、その他の加算要素「ミル

ウォーキー型付属品一式」、完成用部品 

【モールドジャケットタイプの側弯症装具の算定例】 

（エ）（略） 

（オ）（略） 

ウ 健足 

（ア）右又は左の一側が健足である場合に加えること。 

（イ）（略） 

エ 付属品等の加算要素 

（ア）月型の延長とは、通常の月型芯を足先方向又は足継手より上の方向に延

長したものであり、それぞれの方向に延長した場合であっても当該価格で

取り扱うこと。 

（イ）スチールバネ入りとは、足関節の側方安定性を向上させる目的で付加さ

れたものであり、使用本数にかかわらず一単位とすること。 

（ウ）マジックバンドは３個までを本体に含むものとし、３個を超える場合に、

超える分につき加算すること。 

 

（エ）補高 

a （略） 

b 靴の補高とは、靴の表底に補高を張り合わせるものであり、健足補高も

これに準じて取り扱うこと。 

（新設） 

 

③ 体幹装具 

（新設） 
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基本価格「Ｃ－５ 採型」、支持部「胸腰仙椎支持部」及び「骨盤支持部」、

その他の加算要素「胸椎パッド」及び「腰椎パッド」 

（エ）ジュエット型の場合は、胸腰仙椎支持部のフレームの価格で算定するこ

と。 

（オ）支持部に完成用部品を使用する場合は、当該支持部の価格の 40％の範囲

内において、作業技術料を算定できること。 

イ その他の加算要素 

（ア）高さ調整とは、容易に調整可能なものであり、頚椎装具（カラーを除く。）

についてのみ加算することができること。なお、価格は１カ所当たりのも

のであること。 

（イ）バタフライについては、硬性又はフレームの場合にのみ加算することが

できること。 

（ウ）側弯症装具付属品のうち、アウトリガー及び支柱については、完成用部

品を加算することができること。 

（エ）ミルウォーキー型付属品一式により算定しない場合でも、必要な付属品

を個別に加算することができること。 

（削る） 

 

 

（削る） 

（削る） 

 

（削る） 

（削る） 

 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 体幹装具の価格は、基本価格と支持部ごとのそれぞれの価格を合算した額

とすること。ただし、他の装具と組み合わせるものについては、この限りで

ないこと。 

イ 骨盤支持部は、側弯症装具の場合に限り加算すること。 

ウ 後方がフレーム、前方が軟性の場合は、支持部ごとのフレームの価格で取

り扱うこと。 

エ ジュエット型の場合は、支持部ごとのフレームの価格で取り扱うこと。 

オ 高さ調整とは、容易に調整可能なものであり、頸椎装具について加算する

ことができること。なお、価格は、１カ所当たりのものであること。 

カ バタフライについては、モールド又はフレームの場合にのみ加算するこ

と。 

キ 側弯症装具付属品 

体幹装具の骨盤支持部に用いる側弯症装具付属品については、完成用部品を加

算することができること。 

ク 体幹装具軟性は、キャンバス及びメッシュの区分がないこと。 
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④ 上肢装具 

ア 継手 

上肢装具の継手については、下肢装具の継手の取扱いに準じること。ただ

し、ＭＰ継手及びＩＰ継手については、装具１個当たりの価格を１単位とす

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 支持部 

（ア）胸郭支持部及び骨盤支持部は、右又は左の半身を１単位とすること。 

なお、胸郭支持部及び骨盤支持部を加算する場合は、体幹装具に関する

他のものを加えられないこと。（図－43参照） 

（削る） 

（イ）半月及び皮革は、それぞれ１カ所を１単位とすること。 

（ウ）カフベルトは半月を使用する場合のみ算定できることとし、硬性に算定

することはできないこと。 

（エ）支持部に完成用部品を使用する場合は、当該支持部の価格の 40％の範囲

内において、作業技術料を算定できること。 

 

図－43 （略） 

 

④ 上肢装具 

ア 継手 

（ア）固定式継手 

a 固定式継手は、一本棒状の金属支柱をもち、全く動きのない継手である

こと。 

b したがって、固定式継手は、継手のない支柱を用いる場合にのみ加算す

ること。 

（イ）遊動式継手 

a 遊動式継手とは、可動性をもつ継手であること。 

b したがって、遊動式継手は、継手のある支柱を用いる場合にのみ加算す

ること。なお、遊動式継手には、固定・遊動切替式の継手も含まれること。 

（ウ）プラスチック継手 

a プラスチック継手とは、継手部品として独立した形状を有するプラスチ

ックの継手であり、遊動式のものと可撓性のものとに区分されること。 

b 可撓性のプラスチック継手を用いる場合の価格は、プラスチック継手の

価格（価格×１）とすること。ただし、ヒンジ継手を用いる場合の価格は、

片側を一単位とすること。（継手については、下肢装具を参照） 

c プラスチック継手を用いる場合は、当該完成用部品を加算できないこと。 

イ 支持部 

（ア）胸郭支持部及び骨盤支持部は、右又は左の半身を一単位とすること。な

お、胸郭支持部及び骨盤支持部を加算する場合は、体幹装具に関する他の

ものを加えられないこと。（図－43参照） 

半月及び皮革の価格は、１ヵ所当たりのものであること。 

（新設） 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

図－43 （略） 
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ウ その他の加算要素 

（ア）肘サポーターを製作する場合は、基本価格に製作要素価格の「ｃのその

他の加算要素の価格」を合算した額とすること。ただし、遊動式継手付き

の場合は、製作要素価格の「ａの継手」を加えること。なお、肘サポータ

ーについては、レディメイドの肘サポーターでは対応できない場合に限り

算定できること。 

（イ）基節骨パッド及び中・末節骨パッドは、片手当たりの価格を１単位とす

ること。（図－44参照） 

（ウ）アウトリガーの価格は、１カ所当たりのものであること。（図－45参照） 

（エ）伸展・屈曲補助バネの価格は、１本当たりのものであること。ただし、

輪ゴムを用いる場合は、装具１個当たりの価格を１単位とすること。（図

－46参照） 

（オ）懸垂帯を用いる場合は、殻構造義肢の購入基準の懸垂用部品に準じて取

り扱うこと。 

 

図－44～46 （略） 

 

（５）完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、完成用部品の指定基準に定めると

ころによるものとすること。ただし、使用部品については、障害状況や適切な補

装具費支給等の観点からの妥当性が求められることから、更生相談所の意見等に

基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受けの

対象とならないこと。 

なお、処方及び製作上特に必要と認められる場合には、殻構造義肢及び骨格構

造義肢の完成用部品を用いることができること。 

 

（参考）（略） 

（１）靴型装具以外の装具 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)患肢及び患部 患部の表面の状況（知覚の状況等）、関節の運動機能（屈  

ウ その他の加算要素 

（新設） 

 

 

 

 

（ア）基節骨パット及び中・末節骨パットは、背側及び掌側の片側又は両側を

一単位とすること。（図－44参照） 

（イ）アウトリガーの価格は、１ヵ所当たりのものであること。（図－45参照） 

（ウ）伸展・屈曲補助バネの価格は、１本当たりのものであること。なお、肘

伸展・屈曲補助バネ又は肘伸展・屈曲補助ゴムを用いる場合は、下肢装具

に準じて取り扱うこと。（図－46参照） 

（エ）懸垂帯を用いる場合は、殻構造義肢の購入基準の懸垂用部品に準じて取

り扱うこと。 

 

図－44～46 （略） 

 

（５）完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、完成用部品の指定基準に定めると

ころによるものとすること。ただし、使用部品の処方に際しては、障害状況や適

切な補装具費支給等の観点からの妥当性が求められることから、更生相談所の意

見等に基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受けの

対象とならないこと。 

なお、処方及び製作上特に必要と認められる場合には、殻構造義肢及び骨格構

造義肢の完成用部品を用いることができること。 

 

（参考）（略） 

（１）靴型装具以外の装具 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)患肢及び患部 患部の表面の状況（知覚の状況等）、関節の運動機能の状  
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の観察 曲、伸展、内転、外転等の関節可動域や筋力等）の状況並

びに肢位の観察及び特徴の把握 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

情報カードの記録、製作に必要な寸法（周径、長さ）及び

角度の測定並びに記録並びに投影図の作成（トレースの

ほか前後左右からの写真撮影による形状の正確な把握も

必要） 

 

(ｳ)採型 
ギプス包帯法及び印象材による陰性モデルの採型 

※採型に当たっては、最適な肢位を保持する。 

 

(ｴ)陽性モデルの

製作 

陰性モデルへのギプス泥の注型、陽性モデルの修正（石

膏の盛り削り修正）、表面の仕上げ及び乾燥 

 

(ｵ)組立て 

陽性モデルへの装具形状（継手、支柱、半月の位置、外形

ライン）の記入及びアライメントの確認 

フレーム：曲げ加工、組立て及び調整 

硬  性：プラスチック板切断、加熱成形加工（熱可塑性

樹脂）、注型（熱硬化性樹脂）、トリミング及び調整 

支柱、支持部、継手、付属品等の仮止め及び各部の結合 

（略） 

(ｶ)仮合わせ 

（中間適合検査） 

支柱、支持部、継手、付属品等の調整及び試用 

 

 

 

(ｷ)仕上げ 
支柱、支持部、継手、付属品等の取付け及び仕上げ 

 

（略） 

(ｸ)適合検査 

装具の適合の最終検査並びに装着及び使用による機能の

最終検査 

※使用者に対する装具の取扱い方法の説明やメンテナン

ス、装着部の衛生管理等の指導 

 

※関連業務 

・ 装具の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務 

・ 初期段階で、使用者に装具を装着するまでの流れに

ついて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 装具の引渡し後も、定期的なチェック等のフォロー

アップを行うことが望ましいことを使用者にご理

解いただく。 

 

 

（２）靴型装具 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)患肢及び患部

の観察 

患部の表面の状況（知覚の状況等）、関節の運動機能（屈

曲、伸展、内転、外転等の関節可動域や筋力等）の状況並

びに肢位の観察及び特徴の把握 

 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（周径、長さ）及び角度の測定及び情報

カードへの記録と投影図の作成（トレースのほか前後左

右からの写真撮影による患肢形状の正確な把握も必要） 

 

の観察 況（屈伸、内転、外転等の関節可動域や筋力等）並びに肢

位の観察及び特徴の把握。 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（周径、長さ）及び角度の測定及び情報

カードへの記録と投影図の作成。（トレースのほか前後左

右からの写真撮影による患肢形状の正確な把握も必要。） 

 

 

(ｳ)採型 
ギプス包帯法による採型及び陰性モデルの順型。 

※採型に当たっては、最適な肢位を保持する。 

 

(ｴ)陽性モデルの

製作 

陰性モデルへのギプス泥の注型、陽性モデルの修正（石

膏の盛り削り修正）、表面の仕上げ及び乾燥。 

 

(ｵ)組立て 

陽性モデルにデザイン（継手、支柱、半月の位置、外形ラ

イン）の記入。アライメントの確認。 

フレーム：曲げ加工、組み立て及び調整。 

モールド：プラスチック板切断、加熱成形加工、トリミン

グ。調整筋金、締め革、足部覆い、足底板、ネックリング、

パッド、ベルト等の板止め及び各部の結合。 

（略） 

(ｶ)仮合わせ 

（中間適合検査） 

筋金、締め革、足部覆い、足底板、ネックリング、パッド、

ベルト等の調整、継手等各部品の位置、角度の調整、アラ

イメントの調整、試し使用及び仕上げ。 

 

(ｷ)仕上げ 
筋金、締め革、足部覆い、足底板、ネックリング、パッド、

ベルト等の付属品の取付け及び仕上げ。 

（略） 

(ｸ)適合検査 

装具の適合の最終検査並びに装着及び使用による機能の

最終検査。 

※ユーザに対する装具の取扱い方法の説明やメンテナン

ス、装着部の衛生管理等の指導。 

 

※関連業務 

・ 装具の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、ユーザ

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務。 

・ 初期段階で、ユーザに装具を装着するまでの流れに

ついて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 装具の引渡し後も、定期的なチェックを行うことが

望ましいことをユーザにご理解いただく。 

 

 

 

（２）靴型装具 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)患肢及び患部

の観察 

患部の表面の状況（知覚の状況等）、関節の運動機能の状

況（屈伸、内転、外転等の関節可動域や筋力等）並びに肢

位の観察及び特徴の把握。 

 

(ｲ)採寸及び投影

図の作成 

製作に必要な寸法（周径、長さ）及び角度の測定及び情報

カードへの記録と投影図の作成。（トレースのほか前後左

右からの写真撮影による患肢形状の正確な把握も必要。） 
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(ｳ)採型・採寸 

ギプス包帯法及び印象材による採型及び陰性モデルの採

型 

※採型に当たっては、最適な肢位を保持する。 

 

(ｴ)陽性モデルの

製作（木型） 

陰性モデルへのギプス泥の注型、陽性モデルの修正（石

膏の盛り削り修正）、表面の仕上げ及び乾燥 

 

(ｵ)足底板の製作  （略） 

(ｶ)アッパーの製

作 

 （略） 

(ｷ)吊り込み   

(ｸ)底付け  （略） 

(ｹ)仕上げ  （略） 

(ｺ)適合検査 

装具の適合の最終検査並びに装着及び使用による機能の

最終検査 

※使用者に対する装具の取扱い方法の説明やメンテナン

ス、装着部の衛生管理等の指導 

 

※関連業務 

・ 装具の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務 

・ 初期段階で、使用者に装具を装着するまでの流れに

ついて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 装具の引渡し後も、定期的なチェック等のフォロー

アップを行うことが望ましいことを使用者にご理

解いただく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ)採型・採寸 

ギプス包帯法による採型及び陰性モデルの順型。 

 

※採型に当たっては、最適な肢位を保持する。 

 

(ｴ)陽性モデルの

製作（木型） 

陰性モデルへのギプス泥の注型、陽性モデルの修正（石

膏の盛り削り修正）、表面の仕上げ及び乾燥。 

 

(ｵ)足底板の製作  （略） 

(ｶ)アッパーの製

作 

 （略） 

(ｷ)吊り込み   

(ｸ)底付け  （略） 

(ｹ)仕上げ  （略） 

(ｺ)適合検査 

装具の適合の最終検査並びに装着及び使用による機能の

最終検査。 

※ユーザに対する装具の取扱い方法の説明やメンテナン

ス、装着部の衛生管理等の指導。 

 

※関連業務 

・ 装具の製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、

家族構成、身体状況、住宅環境、生活様式、ユーザ

の希望、連携可能な関係医療機関等）の収集、情報

カードへの記載、保管、管理業務。 

・ 初期段階で、ユーザに装具を装着するまでの流れに

ついて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 装具の引渡し後も、定期的なチェックを行うことが

望ましいことをユーザにご理解いただく。 

・  
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４ 装具（レディメイド） 

（１）価格構成 

装具（レディメイド）の価格は、基本価格及び本体価格から構成されたもので

あること。 

装具（レディメイド）は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、

メーカー、サプライヤー及び補装具事業者間の物品の譲渡はすべて非課税で行わ

れる。そのため、補装具事業者は非課税で仕入れ、非課税で販売することから、

基本価格及び本体価格を合算した額の 100分の 100に相当する額を上限とするこ

と。 

（２）基本価格 

基本価格には、採寸及び適合にかかる全ての作業を含むものとし、使用方法の

説明及び加工についても含むものであること。 

（３）本体価格 

本体価格は当該装具メーカーが厚生労働省に対し、補装具としての届出を行う

ことで決定するものであるが、厚生労働省のホームページ上で補装具としての承

認を確認できない場合は、更生相談所又は市町村から厚生労働省担当係に確認を

行い、厚生労働省から各メーカーに対し、補装具としての届出の意思を確認する。

各メーカーにおいて、補装具としての価格設定をする意思がない場合は、同等機

能を持つ他社メーカーの補装具又はオーダーメイドで対応すること。 

（４）その他 

ア 装具（レディメイド）については、必要に応じて加工を行うことができる

こと。その場合、装具（オーダーメイド）の製作要素価格又は修理価格を

加算することができること。 

イ 支給決定に当たっては、厚生労働省又は当該装具メーカーのホームページ

にて本体価格を確認すること。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 姿勢保持装置 

（削る） 

姿勢保持装置とは、体幹及び四肢の機能障害により姿勢を保持する能力に障害が

ある場合に用いられるものである。 

４ 座位保持装置 

基本的事項 

座位保持装置とは、体幹及び四肢の機能障害により座位姿勢を保持する能力に障

害がある場合に用いられるものである。なお、機能障害の状況により、座位に類似
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ただし、立位訓練を目的とするものは、姿勢保持装置の購入に係る補装具費の支

給目的に馴染まないこと。 

 

 

（１）製作工程 

姿勢保持装置は、「アの基本工作法」により、「エの製作要素価格」及び「オ

の完成用部品」からそれぞれ必要な材料・部品を選択し、組み合わせて製作する

こと。 

（２）価格構成 

告示の基本価格及び製作要素価格は、「使用材料費」及び「製作加工費」によ

って構成されていること。 

○使用材料費 

素材費 姿勢保持装置材料リストによる素材購入費 

素材のロス （略） 

小物材料費 （略） 

材料管理費 （略） 

 

○製作加工費 

（略） 

また、姿勢保持装置の価格は、次のように構成されていること。 

姿勢保持装置の価格 ＝ 基本価格 ＋ 製作要素価格 ＋ 完成用部品価格 

基本価格 
採寸又は採型使用材料費及び姿勢保持装置の名称、型式別

に設けられている基本工作に要する加工費の計 

製作要素価格 

材料の購入費及び当該材料を姿勢保持装置の形態に適合

するように行う加工、組合せ、結合の各作業によって発生

する価格の計 

完成用部品価格 
完成用部品の購入費及び当該部品の管理等に要する経費

の計 

姿勢保持装置は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、姿勢保持

装置の価格は、「イの身体部位区分」による「ウの基本価格」に「エの製作要素

価格」及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用する材料、部品の価格を合算した

額の 100分の 106に相当する額を上限とすること。（図－47参照） 

した姿勢（いわゆる立位姿勢、膝立ち姿勢及び臥位姿勢等）を保持する機能を有し

た装置についても、座位保持装置として取り扱うことができること。 

ただし、立位訓練を目的とするものは、座位保持装置の購入に係る補装具費の支

給目的に馴染まないため、起立保持具の特例として取り扱うこと。 

（１）製作工程 

座位保持装置は、「アの基本工作法」により、「エの製作要素価格」及び「オ

の完成用部品」からそれぞれ必要な材料・部品を選択し、組み合わせて製作する

こと。 

（２）価格構成 

告示の基本価格及び製作要素価格は、「使用材料費」及び「製作加工費」によ

って構成されていること。 

○使用材料費 

素材費 座位保持装置材料リストによる素材購入費 

素材のロス （略） 

小物材料費 （略） 

材料管理費 （略） 

 

○製作加工費 

（略） 

また、座位保持装置の価格は、次のように構成されていること。 

座位保持装置の価格 ＝ 基本価格 ＋ 製作要素価格 ＋ 完成用部品価格 

基本価格 
採寸又は採型使用材料費及び座位保持装置の名称、型式別

に設けられている基本工作に要する加工費の計 

製作要素価格 

材料の購入費及び当該材料を骨格構造義肢の形態に適合

するように行う加工、組合せ、結合の各作業によって発生

する価格の計 

完成用部品価格 
完成用部品の購入費及び当該部品の管理等に要する経費

の計 

したがって、座位保持装置の価格は、「イの身体部位区分」による「ウの基本

価格」に「エの製作要素価格」及び「オの完成用部品」のそれぞれ使用する材料、

部品の価格を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とすること。（図－

47参照） 
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「100 分の 106 に相当」の趣旨は、姿勢保持装置を製作するに当たって必要な

材料及び部品等の購入には消費税が課税されるものの、販売時には非課税となる

ため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものであること。 

姿勢保持装置の構成は価格体系に基づくものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 基本価格 

ア 姿勢保持装置の基本価格は、身体支持を必要とする身体部位を「イの身体

部位区分」から選択し、部位の区分ごとに定める採寸又は採型の価格を「ウ

の基本価格」から選択して組み合わせること。ただし、下腿・足部の基本価

格は採寸のみとし、採型をした場合であっても採寸の価格の範囲内で対応す

ること。 

イ （略） 

 

ウ （略） 

 

エ （略） 

 

オ （略） 

 

なお、座位保持装置は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、基

準額の内訳はいかなる場合も本体価格のみである。「100分の 106 に相当」の趣

旨は、座位保持装置を製作するに当たって必要な材料及び部品等の購入には消費

税が課税されているため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮したものである

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 基本価格 

ア 座位保持装置の基本価格は、身体支持を必要とする身体部位を「イの身体

部位区分」から選択し、部位の区分ごとに定める採寸又は採型の価格を「ウ

の基本価格」から選択して組み合わせること。ただし、下腿・足部の基本価

格は採寸のみとし、採型をした場合であっても採寸の価格の範囲内で対応す

ること。 

イ （略） 

 

ウ （略） 

 

エ （略） 

 

オ （略） 

 

図－47 座位保持装置の価格体系 

図－47 姿勢保持装置の価格体系 
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カ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－48 座位保持装置の採寸・採型に係る身体部位区分

頭・頸部 

体幹部 

骨盤・大腿部 

下腿・足部 

上 肢 

頭・頚部 

体幹部 

骨盤・大腿部 

下腿・足部 

上 肢 

図－48 姿勢保持装置の採寸・採型に係る身体部位区分
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（４）製作要素価格 

ア 支持部 

（ア）共通事項 

ａ 姿勢保持装置の支持部は、身体部位区分で選択した身体部位に該当する

支持部を組み合わせること。 

ｂ （略） 

ｃ （略） 

（イ）（略） 

（ウ）モールド型  

ａ モールド型の支持部とは、採型又は採寸で製作されるもので、身体の形

状に合わせた三次曲面で構成された支持面を持ち、各種付属品を組み合わ

せて姿勢を保持する機能を有するものであること。（図－51参照） 

なお、付属品のうち体幹保持部品（胸パッド及び胸受けロールを除く。）

及び骨盤保持部品を組み合わせることはできないこと。 

ｂ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）製作要素価格 

ア 支持部 

（ア）共通事項 

a 座位保持装置の支持部は、身体部位区分で選択した身体部位に該当する

支持部を組み合わせること。 

b （略） 

c （略） 

（イ）（略） 

（ウ）モールド型 

a モールド型の支持部とは、採型で製作されるもので、身体の形状に合わ

せた三次曲面で構成された支持面を持ち、各種付属品を組み合わせて姿勢

を保持する機能を有するものであること。（図－51参照） 

なお、付属品のうち体幹保持部品（胸パッド及び胸受けロールを除く。）

及び骨盤保持部品を組み合わせることはできないこと。 

b （略） 

図－49 座位保持装置の構成概念図

装置全体 支持部 

支持部の連結 構造フレーム 

図－49 姿勢保持装置の構成概念図 

支持部の連結 構造フレーム 

支持部 装置全体 
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図－50・51 （略） 

 

（エ）張り調整型 

張り調整型とは、支持面のシート又は複数のベルトによるたわみによ

って身体形状や変形に対応し、姿勢を保持できる機能を有するものであ

ること。 

（オ）フレックス構造 

フレックス構造とは、２つ以上に分割された身体支持部が柔軟性のあ

る部材で連結され、可動する構造を有するものであること。 

イ 支持部の連結 

（略） 

 

図－52・53 （略） 

 

ウ 構造フレーム 

（ア）（略） 

（イ）（略） 

 

図－54 （略） 

 

（ウ）（略） 

（エ）構造フレームに車椅子及び電動車椅子としての機能を付加する場合は、

構造フレームの価格を車椅子及び電動車椅子の購入基準の本体価格（機構

加算を含む。）により算定すること。 

 

 

（オ）姿勢保持装置として製作する部分が、車椅子及び電動車椅子に備わって

いるため重複することとなる部分（座布、バックサポート、アームサポー

ト、レッグサポート、フットサポート等）については、車椅子及び電動車

椅子の修理上限価格の 95％を控除すること。 

 

図－50・51 （略） 

 

（エ）シート張り調節型 

シート張り調節型とは、支持面のシート又は複数のベルトによるたわ

みによって身体形状や変形に対応し、姿勢を保持できる機能を有するも

のであること。 

（オ）フレックス構造 

フレックス構造とは、身体支持部が二つ以上に分割され、それらの間が

柔軟性のある部材で連結され、可動する構造を有するものであること。 

イ 支持部の連結 

（略） 

 

図－52・53 （略） 

 

ウ 構造フレーム 

（ア）（略） 

（イ）（略） 

 

図－54 （略） 

 

（ウ）（略） 

（エ）車椅子及び電動車椅子としての機能を付加する場合は、車椅子及び電動

車椅子購入基準（普通型、リクライニング式普通型、ティルト式普通型、

リクライニング・ティルト式普通型、手押し型、リクライニング式手押し

型、ティルト式手押し型又はリクライニング・ティルト式手押し型）の価

格を基本価格とし、構造フレームの基本価格を合算できないこと。 

（オ）座位保持装置として製作する部分が、車椅子及び電動車椅子に備わって

いるため重複することとなる部分（座布、バックサポート、アームサポー

ト、レッグサポート、フットサポート等）については、車椅子及び電動車

椅子修理基準の各部位の交換価格の 95％を控除すること。ただし、リクラ
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（カ）（略） 

（キ）（略） 

エ 付属品 

（ア）共通事項 

ａ 価格は、１単位（個・本）の額とすること。 

ｂ 取付けに当たって面ファスナーを使用する場合は、その価格を含むもの

とすること。 

（イ）（略） 

（ウ）上肢保持部品、体幹保持部品、骨盤保持部品、下肢保持部品、ベルト部

品については、次に示すそれぞれの機能を果たすものであること。なお、そ

の形状が例示以外のものであっても、当該機能を果たすものであれば、取り

扱うことができること。 

 

図－55 （略） 

 

（略） 

 

（エ）ベルト部品は、裏付き又はバックルを含むベルトを用い、クッション素

材を取り付けた場合を含む価格とすること。 

（オ）支持部カバーとは、支持部の表面を覆うもので、ビニールレザー、布地

などの素材を用いたものであること。 

なお、支持部が上肢支え及び前腕・手部支えに分離しているものに対す

る上肢支持部カバー及び左右両側分かつ着脱式の支持部カバーであって

も、１台当たりの価格を１単位として取り扱うこと。防水加工を追加する

場合は、１台当たりの価格を１単位として加算できること。 

（カ）（略） 

（キ）（略） 

（ク）キャスタは、１個当たりの価格とし、屋内で使用される場合に用いられ

るものであること。なお、多機能キャスタとは、車輪の動き（方向と回転）

イニング機構に限り車椅子及び電動車椅子側の機構を優先することとし、

座位保持装置側のリクライニング機構の製作加算は行わないこと。 

（カ）（略） 

（キ）（略） 

エ 付属品 

（ア）共通事項 

a 価格は、一単位（個・本）の額とすること。 

b 取り付けに当たってマジックバンドを使用する場合は、その価格を含む

ものとすること。 

（イ）（略） 

（ウ）上肢保持部品、体幹保持部品、骨盤保持部品、下肢保持部品、ベルト部

品については、次表に示すそれぞれの機能を果たすものであること。 

なお、その形状が例示以外のものであっても、当該機能を果たすもので

あれば、取り扱うことができること。 

 

図－55 （略） 

 

（略） 

 

（エ）ベルト部品は、クッション素材を取り付けた場合を含む価格とすること。 

 

（オ）支持部カバーとは、支持部の表面を覆うもので、ビニールレザー、布地

などの素材を用いたものであること。 

なお、上肢支持部カバーは、支持部が上肢支え及び前腕・手部支えに分

離しているものであっても、また、脱着式の加算は、支持部カバーが左右

両側分であっても、一単位として取り扱うこと。 

 

（カ）（略） 

（キ）（略） 

（ク）キャスターは、１個当たりの価格とし、屋内で使用される場合に用いら

れるものであること。なお、多機能キャスターとは、車輪の動き（方向と
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を同時に固定できるものであること。 

（ケ）（略） 

オ 調節機構 

（ア）脱着・開閉機構は、その機能の固定・解除が確実に行える構造のもので

あり、蝶番のみや面ファスナーなどの簡便な方法によるものは加算するこ

とができないこと。 

（イ）（略） 

 

（５）完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、完成用部品の指定基準に定めると

ころによるものとすること。ただし、使用部品については、障害状況や適切な補

装具費支給等の観点からの妥当性が求められることから、更生相談所の意見等に

基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受けの

対象とならないこと。 

 

 

（参考）姿勢保持装置の基本工作法から考えられる必要な設備等 

姿勢保持装置の基本工作法における各工程に係る作業内容を遂行するために必要

となる、標準的な設備等については、以下を参照すること。 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)身体状況の観

察と評価 

身体変形の状況及び痙縮、緊張、不随意運動等の観察並

びにこれらの特徴の把握並びに姿勢の決定及び使用目的

の確認 

 

(ｲ)採寸 
製作に必要な寸法及び角度の測定並びに情報カードへの

記録 

 

(ｳ)採型 
採型器による陽性モデル又はギプス包帯法による陰性モ

デルの採型 

（略） 

(ｴ)設計図の作成 製作に必要な設計図の作成  

(ｵ)陽性モデルの

製作・修正 

陰性モデルへのギプスの注型並びに支持部の製作に必要

な陽性モデルの製作、修正、表面の仕上げ 

 

(ｶ)加工・組立て 陽性モデル及び設計図に基づく加工並びに組立て  

(ｷ)仮合わせ 

（中間適合検査） 

身体への適合並びに装置の各機能の検査及び修正  

(ｸ)仕上げ 各部品の取付け及び仕上げ等 （略） 

回転）を同時に固定できるものであること。 

（ケ）（略） 

オ 調節機構 

（ア）脱着・開閉機構は、その機能の固定・解除が確実に行える構造のもので

あり、蝶番のみやマジックバンドなどの簡便な方法によるものは加算する

ことができないこと。 

（イ）（略） 

 

（５）完成用部品 

部品の名称、使用部品、価格等については、完成用部品の指定基準に定めると

ころによるものとすること。ただし、使用部品の処方に際しては、障害状況や適

切な補装具費支給等の観点からの妥当性が求められることから、更生相談所の意

見等に基づき決定すること。 

また、完成用部品のうち、再度製作する際に再利用できない部品は、借受けの

対象とならないこと。 

 

 

（参考）座位保持装置の基本工作法から考えられる必要な設備等 

座位保持装置の基本工作法における各工程に係る作業内容を遂行するために必要

となる、標準的な設備等については、以下を参照すること。 

工  程 作業の内容 設  備 

(ｱ)身体状況の観

察と評価 

身体変形の状況及び痙直、緊張、不随意運動等の観察並

びにこれらの特徴の把握並びに姿勢の決定及び使用目的

の確認。 

 

(ｲ)採寸 
製作に必要な寸法及び角度の測定並びに情報カードへの

記録。 

 

(ｳ)採型 
採型器による陽性モデル又はギプス包帯法による陰性モ

デルの採型。 

（略） 

(ｴ)設計図の作成 製作に必要な設計図の作成。  

(ｵ)陽性モデルの

製作・修正 

陰性モデルへのギプスの注型並びに支持部の製作に必要

な陰性モデルの製作、修正、表面の仕上げ。 

 

(ｶ)加工・組立て 陽性モデル及び設計図に基づく加工並びに組立て。  

(ｷ)仮合わせ 

（中間適合検査） 

身体への適合並びに装置の各機能の検査及び修正。  

(ｸ)仕上げ 各部品の取付け及び仕上げ等。 （略） 
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(ｹ)適合検査 

最終的な身体への適合及び装置の各機能の検査 

※使用者に対する姿勢保持装置の取扱い方法の説明やメ

ンテナンス、接触面の衛生管理等の指導 

 

※関連業務 

・ 製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、家族構

成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者の希望、

連携可能な関係医療機関等）の収集、情報カードへ

の記載、保管、管理業務 

・ 初期段階で、使用者が姿勢保持装置を入手するまで

の流れについて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 姿勢保持装置の引渡し後も、定期的なチェック等の

フォローアップを行うことが望ましいことを使用

者にご理解いただく。 

 

※（略） 

※（略） 

 

６ 車椅子 

（１）製作工程 

車椅子は、「アの基本工作法」により、「ウの本体価格」及び「エの加算要素

価格」からそれぞれ必要な部品を選択し、組み合わせて製作すること。支給する

車椅子は原則としてモジュラー式とし、障害の程度が軽度の場合及びバギー形を

支給する場合等でレディメイド式の機能により身体機能の補完が可能な場合は

レディメイド式を、身体の状況及び障害の程度等によりモジュラー式では身体機

能の補完ができない場合はオーダーメイド式を、それぞれ支給すること。なお、

メーカー等のカタログにレディメイドと記載されているもの及び補装具事業者

において製作、仮合わせ及び仕上げをする必要のないものについてはレディメイ

ド式として支給すること。 

（２）価格構成 

告示の基本価格、本体価格及び加算要素価格は、「使用材料費」及び「製作加

工費」によって構成されていること。 

 

○使用材料費 

素材費 素材購入費 

素材のロス 素材の正味必要量に対する割増分（ロス分） 

小物材料費 個々の要素加工に対して使用量を決め難い材料費 

(ｹ)適合検査 

最終的な身体への適合及び装置の各機能の検査。 

※ユーザに対する座位保持装置の取扱い方法の説明やメ

ンテナンス、接触面の衛生管理等の指導。 

 

※関連業務 

・ 製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、家族構

成、身体状況、住宅環境、生活様式、ユーザの希望、

連携可能な関係医療機関等）の収集、情報カードへ

の記載、保管、管理業務。 

・ 初期段階で、ユーザが座位保持装置を入手するまで

の流れについて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 座位保持装置の引渡し後も、定期的なチェックを行

うことが望ましいことをユーザにご理解いただく。 

 

 

※（略） 

※（略） 

 

（新設） 
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（糸、釘、ビス、ナット、油脂等） 

材料管理費 素材の購入及び保管に要する経費 

 

○製作加工費 

作業人件費 
製作を遂行するために必要な正味作業時間相当人件費（給与、

賞与、退職手当、法定福利費等） 

作業時間の 

余裕割増 

製作の準備、段取り、清掃、作業上の整理及び生理的余裕等

の作業時間相当人件費 

製造間接費 光熱水費、冷暖房費、クリーニング費、減価償却費等 

管理販売経費 完成品の保管、販売に要する経費 

 

また、車椅子の価格は、次のように構成されていること。 

車椅子の価格 ＝ 基本価格 ＋ 本体価格 ＋ 加算要素価格 

○車椅子の価格構成 

基本価格 

採寸及び適合検査等基本工作に要する使用材料費、加工費並

びにメーカーからの車椅子本体及び部品の仕入れに伴う配

送料の計 

本体価格 
フレーム及び標準構造部品の材料購入費並びに加工、組合せ

及び結合の各作業によって発生する価格の計 

加算要素価格 
機構、構造部品及び付属品の追加に伴う材料購入費並びに加

工、組合せ及び結合の各作業によって発生する価格の計 

 

車椅子は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、車椅子の価格

は、「イの基本価格」に「ウの本体価格」及び「エの加算要素価格」のそれぞれ使

用する材料、部品の価格を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とする

こと。（図－56参照） 

なお、「100 分の 106 に相当」の趣旨は、車椅子（付属品を含む。）を製作及び

加工をするに当たって必要な材料及び部品等の購入には消費税が課税されるも

のの、販売時には非課税となるため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮した

ものであること。 

車椅子の構成は価格体系に基づくものであること。 
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（３）基本価格 

ア 車椅子の基本価格は採寸のみとし、ヘッドサポートが必要な場合のみ標準

価格に頭頚部の基本価格を加算できること。この場合のヘッドサポートと

は、頭部支持が必要な場合に算定できるものであって、バックサポートと一

体型のものも含まれること。 

イ レディメイド式、２台同時支給の２台目及び再支給（前回支給の車椅子と

構成部品が同じものに限る。）の場合は、１台当たりの基本価格を半額とす

ること。基本価格を半額とすることの趣旨は、レディメイド式、２台同時支

給の２台目及び再支給については、採寸にかかる作業を必要としないことか

ら、基本価格を減額するものであること。 

（４）本体価格 

ア 自走用車椅子は自らが駆動及び操作して使用することを主目的とし、介助

用車椅子は自らが駆動せず介助者が操作することを主目的とした車椅子で

あること。 

イ 本体価格はモジュラー式による上限価格であり、オーダーメイド式の場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－56 車椅子の価格体系 

（基準額は①から⑤を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限額とすること） 
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は本体価格の 125％、レディメイド式は本体価格の 75％をそれぞれ上限価格

とすること。 

ウ 自走用車椅子及び電動車椅子にあっては、介助者のみが使用する機能（介

助ブレーキ等）を追加して取り付ける場合、追加する機能については全額自

己負担とすること。なお、追加する機能が使用者の身体機能の補完及び適合

に影響を及ぼす場合は差額自己負担であっても認めることができないこと。 

（５）加算要素価格 

ア 機構加算 

障害状況等に応じた機構を車椅子に追加する場合の対象者例及び構造は次

の表のとおりとすること。ただし、リクライニング機構のうち、回転軸が２か

所以上設けられている場合で、うち１つが座面の中に設けられているものは、

ティルト・リクライニング機構に準じて算定等を行うこと。なお、リフト機構

については、ＪＩＳ Ｔ ９２０１－２０１６の対象ではないが、障害の現症、

生活環境その他真にやむを得ない事情及び就労又は就学のために真に必要と

認められる場合には、基準内の車椅子として支給して差し支えない（特例補装

具ではない。）こと。１台を１単位とすること。 

 

○機構加算の対象者例及び構造 

機構名称 対象者例 構  造 

リクライニング機

構 

随時、仰臥姿勢をとる必要

のある者 

運動制限が著明で座位を長

時間保持できない者 

バックサポート角度が変換で

き、バックサポートの傾斜を、

工具を使わずに調整できる機

構 

ティルト機構 長時間の座位保持が困難な

者であって、自立姿勢変換

が困難な者 

シートとバックサポートとの

角度が固定されたまま、シート

及びバックサポートの傾斜を、

工具を使わずに一体的に調整

できる機構 

ティルト・リクライ

ニング機構 

リクライニング機構及びテ

ィルト機構について、それ

ぞれ単独では座位保持等の

目的が果たせない者 

バックサポート角度及びシー

ト角度が変換でき、バックサポ

ート及びシートの傾斜を、それ

ぞれ工具を使わずに調整でき

る機構 

リフト機構 障害の現症、生活環境その

他の事情により、リフト機

シートの高さを、工具を使わず

に調整できる機構（昇降機構及
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構を用いることについて、

真にやむを得ない事情が認

められる者 

就労又は就学のために真に

必要と認められる者 

びスタンドアップ機構を含

む。） 

 

イ 構造部品加算 

障害状況等に応じた構造部品を車椅子に追加する場合の対象者例及び構

造は次の表のとおりとすること。なお、基本構造のうち６輪構造については、

ＪＩＳ Ｔ ９２０１－２０１６の対象ではないが、真に必要であると認め

られる場合には、基準内の車椅子として支給して差し支えない（特例補装具

ではない。）こと。告示等に特に記載のない限り、１台を１単位とすること。 

 

○構造部品加算の対象者例及び構造 

本体部位 構造名称 対象者例 構  造 

基本構造 後方大車輪（標

準） 

  

前方大車輪 肩関節等に運動制限、筋力

低下等があり、普通型では

十分な駆動力が得られない

者（操作能力についても確

認すること。） 

前輪は大径車輪、後

輪はキャスタで編

成したもの 

6輪構造 職場や家屋が狭小な者 前輪２輪、中輪（大

径車輪）２輪、後輪

２輪の６輪で構成

したもの 

 幅止め  フレームの幅止め

を目的としてバッ

クサポートパイプ

間又はベースパイ

プ間に配置するも

の 

シート スリング式（標

準） 

 布製の一枚ものの

シート構造 

 張り調整式 下肢、体幹筋の麻痺等によ

り、座面を調整する必要が

ある者 

座のベースパイプ

間にベルトを数本

張り、カバーで覆う

構造 

 板張り式 スリング式では座位保持が 座に硬度が高い板

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

44 

 

困難な者 を用いたもの 

 奥行調整  座のベースパイプ

の長さが可変でき

る構造 

バックサポ

ート 

スリング式（標

準） 

 布製の一枚ものの

シート構造 

 張り調整式 体幹の筋力低下や脊柱変形

等により、一枚ものの背当

てシートでは座位の安定性

の確保が困難な者 

バックサポートパ

イプ間にベルトを

数本張り、クッショ

ン入りカバーで覆

う構造（背クッショ

ンの同時加算は不

可） 

 ワイドフレーム  車椅子の全幅を抑

える目的でバック

サポートパイプの

幅を途中から広げ

た構造 

 バックサポート

延長 

体幹の筋力低下により、背

当ての延長が必要な者 

バックサポートパ

イプを延長し、背当

てシートを張った

もの（枕は含まな

い。） 

 バックサポート

高さ調整 

体幹の筋力低下や脊柱変形

等などによって発生する症

状に合わせて背当ての高さ

を調整する必要がある者 

バックサポートパ

イプの高さが可変

できる構造 

 背座角度調整 体幹の筋力低下や脊柱変形

等などによって発生する症

状に合わせて背当て角度を

調整する必要がある者 

バックサポートパ

イプと座ベースパ

イプの交点付近に

角度可変部品を取

り付けた構造 

 背折れ  車載等を目的に、バ

ックサポートパイ

プの途中から折た

たみ可能なもの 

レッグサポ

ート 

固定式（標準）   

 挙上式（片側） 膝関節に屈曲制限がある者 メカニカルロック

等でレッグサポー

ト及びフットサポ

ートを挙上できる

構造 

 開閉着脱式（片

側） 

移乗動作時にレッグサポー

トの取外しが必要な者 

フレームパイプに

部品を取付け、レッ
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グサポートを差し

込む等して開閉着

脱を可能にした構

造 

 挙上・開閉着脱式

（片側） 

膝関節に屈曲制限があり、

移乗動作時にレッグサポー

トの取外しが必要な者 

挙上式及び開閉着

脱式の構造を持つ

もの 

 レッグベルト全

面張り 

帯状のレッグサポートで

は、シートとフットサポー

ト等の隙間に足部が入る危

険性がある者 

フットサポートの

上面からシートの

前端までの範囲で

広く覆う構造 

フットサポ

ート 

セパレート式（標

準） 

 フットサポートを

上方に折りたたみ

が出来る構造 

セパレート式（二

重折込式） 

 フットサポートを

上方かつ側方に折

りたたみが出来る

構造 

中折れ式 車椅子の使用頻度が高く、

フレームの強度が必要な者 

左右一体型でフッ

トサポートの中心

で折りたたみが出

来る構造 

前後調整 足関節の可動域制限があ

り、下肢装具をつけたまま

車椅子に乗車する者等 

フットサポートの

奥行、角度、幅を変

えることが出来る

構造 

角度調整 

左右調整 

アームサポ

ート 

一体型 固定式  アームサポートフ

レームが車椅子フ

レームと一体構造

のもの 

 一体型 跳ね上

げ式 

移乗動作時に必要な者 アームサポートの

跳ね上げを可能と

するもの 

 一体型 着脱式 移乗動作時に必要な者 アームサポートを

フレームに差し込

む構造で着脱を可

能にしたもの 

 独立型 固定式  車椅子のサイドフ

レームとは別にブ

ラケットなどを介

して取り付けられ

たパイプ状のアー

ムサポート 

 独立型 跳ね上 移乗動作時に必要な者 車椅子のサイドフ
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げ式 レームとは別にブ

ラケットなどを介

して取り付けられ

たパイプ状のアー

ムサポートで、跳ね

上げを可能とする

もの 

 独立型 着脱式 移乗動作時に必要な者 車椅子のサイドフ

レームとは別にブ

ラケットなどを介

して取り付けられ

たパイプ状のアー

ムサポートで、アー

ムサポートを差し

込む構造で着脱を

可能にしたもの 

 高さ調整機構 上肢筋力低下、可動域制限

等によりアームサポートの

高さ調整を必要とする者 

肘を乗せる部分が

上下に可動する構

造 

 角度調整機構 ティルト時にアームサポー

トから肘が落ちやすい者 

肘を乗せる部分の

角度が可変する構

造 

 アームサポート

拡幅 

肘がアームサポートから落

ちやすい者 

肘当ての幅を６㎝

以上の幅広タイプ

としたもの 

 アームサポート

延長 

リクライニング時に肘がア

ームサポートから落ちやす

い者 

肘当ての長さを後

方に延長したもの 

ブレーキ 駐車ブレーキ（標

準） 

 構造にかかわらず

車椅子を駐車させ

るためのブレーキ 

 介助用ブレーキ 利用者自身で車椅子を制動

することが困難な者 

介助者が押し手に

取り付けられたレ

バーを用いて車椅

子を制動させるた

めのブレーキ 

 フットブレーキ 利用者自身で車椅子を停止

させることが困難な者 

介助者が主に車椅

子の後方から足元

でペダル等を踏み

込むことで車椅子

を停止させること

が出来るブレーキ 

駆動輪・主

輪 

固定式（標準）   
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 着脱式 車載などの際、簡単に取り

外せることで車椅子を小さ

く、また持ち運びやすくす

る必要のある者 

車輪中心のボタン

を押すことにより、

脱着可能な構造 

 車軸位置調整 身体状況の変化に応じて車

軸位置の調整が必要な者 

車軸取付け位置を

複数の穴、又はスラ

イド可能なプレー

ト等で調整可能な

構造 

 キャンバー角度

変更 

ハンドリムを肩幅に近づけ

て、操作性ならびに走行性

を向上させる必要性がある

者 

車椅子の車体に対

して、主輪の角度が

鉛直からマイナス

（上が狭い）の状態

で取付けられたも

の 

 片手駆動 片麻痺者 駆動のためのハン

ドリムが二重構造

になっており、非麻

痺側での駆動が可

能なもの 

 レバー駆動 片麻痺者 駆動のためのレバ

ーが設置されてお

り、レバーを動かす

ことで非麻痺側で

の駆動が可能なも

の 

タイヤ エア（標準）  チューブを必要と

するタイヤ 

 ノーパンク メンテナンスフリーを希望

する者 

ハイポリマー製の

もの又はこれに準

ずるもの 

キャスタ ソリッド（標準）  車輪がプラスチッ

ク製のもの 

 衝撃吸収タイプ  車輪がポリウレタ

ン、ゴム、エア式等

のもの 

ハンドリム

（片側） 

プラスチック（標

準） 

  

 ステンレス 金属製の強度が必要な者  

 アルミ 金属製の強度が必要な者  

 ピッチ 30㎜以上 上肢機能の制限により、ハ

ンドリムの操作が困難な者 

ハンドリムと車輪

のリム間が 30㎜以

上の構造 

 片手駆動用 片手駆動の車椅子を使用し

ている者 

片手駆動車輪用の

ハンドリム 
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ウ 付属品 

（ア）クッション 

ゲル素材と立体編物との併用加算はできないこと。市販品のクッションに

ついては、姿勢保持装置の完成用部品を用いるほか、完成用部品に収載され

ているものと同等の機能を持ち、安価であることがメーカーカタログ等にお

いて確認できるものに限り、カタログ価格の範囲内で算定することができる

こと。 

（イ）座板 

クッション一体型とは、座板及びクッション（カバーを含む。）が一体と

なっており、カバーも含め取り外しができないものをいう。 

（ウ）障害状況等に応じた付属品を車椅子に追加する場合の対象者の例及び構

造は次の表のとおりとすること。告示等に特に記載のない限り、１台を１単

位とすること。 

 

○付属品の対象者例及び構造 

名  称 対象者等の例 構  造 

クッション 

（カバー付き）平面

形状型 

座位保持は可能だが、使用時

間により殿部に褥瘡の危険

性がある者 

平面形状型とは、平面を主体

として構成された支持面を

持ち、各種付属品を組み合わ

せて姿勢を保持する機能を

有するもの 

クッション 

（カバー付き）モー

ルド型 

座位保持が困難で、殿部・大

腿形状に沿った形状のクッ

ションが必要な者 

 

身体の形状に合わせた三次

曲面で構成された支持面を

持ち、各種付属品を組み合わ

せて姿勢を保持する機能を

有するもの 

クッション 

（カバー付き） 

ゲル素材 

殿部の褥瘡の危険性がある

者 

クッションの一部にゲル素

材が使用されているもの 

クッション 

（カバー付き） 

多層構造 

座位保持は可能だが、使用時

間により殿部の褥瘡の危険

性がある者 

硬さが異なる素材を３層以

上重ねて製作されているも

の（立体編物との併用加算は

できないこと。） 

クッション 

（カバー付き） 

褥瘡の危険性があり、汚損へ

の対応を要する者 

樹脂等を糸状に射出し、３次

元形状に成形したもの（多層

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

49 

 

立体編物 構造との併用加算はできな

いこと。） 

クッション 

（カバー付き） 

滑り止め加工 

足こぎ操作や、移乗動作によ

りクッションのズレが頻繁

に生ずる者 

シートやカバーに面ファス

ナーや滑り止め効果のある

素材を縫製したもの。価格は

１台分のものであることと

し、シートとクッションカバ

ーの双方に使用した場合で

も１個分の加算とすること。 

クッション 

防水加工 

失禁が頻回等の理由から防

水機能を必要とする者 

クッション又はカバーに防

水加工を施したもの。価格は

１台分のものであること。 

座板 
スリング式のシートでは座

位保持が困難な者 

座位を安定させるためにシ

ートを構成する硬度が高い

板でクッションと一体にな

っているもの（着脱できない

ものを含む。） 

背クッション 

背部の褥瘡危険性がある者。

軽度の座位困難性があり、座

位保持に必要とする者 

背部に用いて、姿勢を保持す

る機能を有するもの 

ヘッドサポート着脱

式 
頭部支持が必要な者 

背パイプから延長された構

造で、着脱が可能なもの（枕

を含む。） 

ヘッドサポートマル

チタイプ（枕を含

む。） 

頭部の支持が必要で、位置を

微調整する必要がある者（バ

ギー形を除く。） 

頭頚部を支持するためにバ

ックサポートパイプに取り

付けるもので高さ調整、前後

調整、角度調整及び着脱が可

能なもの（枕を含む。） 

ヘッドサポート枕

（オーダーメイド） 

頭部のコントロールが困難

で、頭部の形状が非対称等の

理由によりアライメントの

調整が困難な者 

利用者の頭頚部に適合させ

たオーダーメイドの枕（カバ

ーを含む。） 

ヘッドサポート枕

（レディメイド） 

頭部のコントロールが困難

で、アライメントの調整が必

要な者 

レディメイドの枕（カバーを

含む。） 

フットサポートヒー

ルループ 

フットサポートから足部が

後方に脱落する危険性があ

る者 

踵部にベルト等を引き掛け、

足部が後方に脱落しないよ

うにしたもの 

フットサポートアン

クルストラップ 

フットサポートから足が脱

落する危険性がある者 

足部をベルト等で、フットサ

ポートに固定するもの 
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フットサポートステ

ップカバー 
足部の保護が必要な者 

フットサポート全体を覆う

ことにより、足部の保護や負

担を軽減するもの 

テーブル 
車椅子上で机上作業を行う

者 

机上作業を行う場合に用い

るもの 

テーブル取付部品 
車椅子上にテーブルを固定

する必要がある者 

金属製又は木製などでテー

ブル裏面やアームサポート

などにテーブルを固定する

部品 

転倒防止装置 

パイプ（片側） 

使用者の動作により、後方や

側方などに車椅子ごと転倒

する危険性がある者及びリ

クライニングやティルト機

構の車椅子を使用している

者 

車椅子本体が転倒すること

を防ぐためのパイプ。後方、

側方等の転倒防止方向は問

わない。 

転倒防止装置 

キャスタ付き（片側） 

転倒防止装置が必要な者で、

パイプでは地面と干渉して

しまい、移動の妨げになる場

合 

先端にキャスタが付いた転

倒防止装置。後方、側方等の

転倒防止方向は問わない。 

転倒防止装置 

キャスタ付き折りた

たみ（片側） 

転倒防止装置が必要な者で、

段差を乗り越える際にパイ

プでは干渉してしまい移動

の妨げになる場合 

転倒防止装置キャスタ付き

のうち、ワンタッチで折りた

たみ可能なもの 

搭載台 

（呼吸器搭載台、痰

吸引機搭載台、携帯

用会話補助装置搭載

台） 

呼吸器、痰吸引器、携帯用会

話補助装置を常時使用する

必要がある者 

車椅子フレームの下部等に

台を取り付けたもの 

車載固定用部品 車載固定の必要がある者 

車に固定するための部品を

フレームに溶接した構造等。

４個を限度とすること。 

杖たて 

一本杖 

杖を携行する必要がある者

（バギー形を除く。） 

ティッピングレバーなどに、

杖を収納するためのもの 

杖たて 

多脚つえ 

多脚つえを携行する必要が

ある者（バギー形を除く。） 

ティッピングレバーなどに、

杖を収納するためのもの 

酸素ボンベ固定装置 
酸素ボンベを携行する必要

がある者 

車椅子の前方や後方、下方等

に酸素ボンベを固定設置す

るためのもの 
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栄養パック取付用ガ

ードル架 

栄養パックを携行する必要

がある者 

車椅子の前方や後方に栄養

パックを取り付けるための

もの 

点滴ポール 
車椅子を使用しながら持続

点滴が必要な者 

車椅子の前方や後方に点滴

バッグを取り付けるための

もの 

日よけ部品 

直射日光を照射により、体温

上昇等のリスクが考えられ

る者 

車椅子のバックサポート等

に取り付けて直射日光を遮

る構造を有するもの 

雨よけ部品 雨天外出が想定される者 

車椅子のバックサポート等

に取り付けて、雨傘としての

機能をもたせたもの 

泥除け（片側） 

駆動時に腕とタイヤが接触

する危険性がある者（バギー

形を除く。） 

車椅子のサイドガードやフ

レームに取り付けてタイヤ

との接触による汚損を防止

するためのもの 

スポークカバー（片

側） 

車輪に手指を挟んでしまう

危険性がある者 

樹脂製で車輪のスポークに

固定する構造を有するもの 

リフレクタ 

夜間に屋外などで使用する

場合に交通事故を予防する

必要がある者（バギー形を除

く。） 

光に反射するもので、ステッ

カーなども含む。 

高さ調整式手押しハ

ンドル（片側） 

複数の介助者が使用する場

合並びにリクライニング機

構及びティルト機構を有す

る場合に、安全な高さに調整

する必要がある者 

段階式、又は任意の高さに手

押しハンドルの高さを調整

できる構造を有するもの 

ハンドリム 

滑り止め（片側） 

握力等の上肢筋力低下によ

り、グリップ性の高いハンド

リムが必要な者 

樹脂、ゴム等で滑り止め加工

がされたもの。波型のプラス

ティックハンドリムは除く。 

ハンドリム 

ノブ付き（片側） 

握力等の上肢筋力低下によ

り、駆動にノブが必要な者 

ハンドリムに複数のノブを

溶接した構造 

ハンドリム 

ノブ付き垂直ノブ

（片側） 

握力等の上肢筋力低下に加

え、上肢の可動域制限等によ

りノブ付きでは操作ができ

ない者 

ハンドリムに対して垂直（上

方又は下方）にノブを設置す

る構造 

ブレーキ 

延長レバー（片側） 

片麻痺者の麻痺側や上肢の

拘縮等によりブレーキに手

が届かない者（バギー形を除

ネジ等で延長棒を取り付け

る構造 
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く。） 

 

 

（６）介助用車椅子バギー形についての留意事項 

ア 介助用車椅子バギー形（以下、車椅子バギー）については、ＪＩＳ規格に

おいて介助用特殊形に分類されているところ、標準形において定められてい

る車輪の大きさ及び介助ブレーキ等の規定については定めがないこと。 

イ 車椅子バギーでＪＩＳ規格における折りたたみフレームの構造を有する

場合は、幅止めの構造を有するものとして加算できること。 

ウ バックサポートの背折れの構造とは、車椅子バギーを折りたたむに当た

り、バックサポートパイプの途中から後方に、あるいはバックサポートの根

元付近から前方に折りたたむための独立した機構部品であること。リクライ

ニング機構を応用した構造のバックサポートの折りたたみ機構は該当しな

い。 

エ 車椅子バギーについては、フットブレーキが駐車ブレーキとなることか

ら、フットブレーキの加算は認められないこと。 

オ 付属品のヘッドサポート（マルチタイプ）、杖たて、泥よけ、リフレクタ

及び延長レバーは認められないこと。 

 

（参考）車椅子の基本工作法から考えられる必要な設備等 

車椅子の基本工作法における各工程に係る作業内容を遂行するために必要となる、

標準的な設備等については、以下を参照すること。 

工  程 作業の内容 設 備 

(ｱ)身体状況の観

察等 
身体状況の観察、座位姿勢の評価及び使用目的の確認 

 

(ｲ)採寸 
製作に必要な採寸、車椅子の装備等についての選択及び

記録 

 

(ｳ)製作、加工、

組立て 
フレーム及び付属品の製作、加工並びに組立て 

溶接 

(ｴ)仮合わせ 

（必要に応じて） 
身体への適合並びにフレーム及び付属品の検査及び修正 
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(ｵ)仕上げ 各部品の取付け、仕上げ等  

(ｶ)適合検査 最終的な身体への適合及び車椅子の各機能の検査  

※ 関連業務 

・ 製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、家族構

成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者の希望、

連携可能な関係医療機関等）の収集、情報カードへ

の記載、保管、管理業務 

・ 初期段階で、使用者が車椅子を入手するまでの流れ

について説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 車椅子の引渡し後も、定期的なチェック等のフォロ

ーアップを行うことが望ましいことを使用者にご

理解いただく。 

 

※事務室、工作室が必要であり、設備を配置した上で十分に動ける面積があること。 

※設備欄に掲げる設備のほか、必要な工具等（例：ボール盤、ジグソー、エアコンプレッ

サー、電動ドリル、万力、ハンドリベッター、トルクレンチ、パイプカッター、ノギス、

ウレタンカッター、ディスクグラインダー等）を備えていること。 

 

７ 電動車椅子 

（１）製作工程 

電動車椅子は、「アの基本工作法」により、「ウの本体価格」及び「エの加算

要素価格」からそれぞれ必要な部品を選択し、組み合わせて製作すること。支給

する電動車椅子は原則としてモジュラー式とし、身体の状況及び障害の程度等に

よりモジュラー式では身体機能の補完ができない場合はオーダーメイド式とす

る。なお、メーカー等のカタログにレディメイドと記載されているもの及び補装

具事業者において製作、仮合わせ及び仕上げをする必要のないものについてはレ

ディメイド式として支給すること。 

（２）価格構成 

告示の基本価格、本体価格及び加算要素価格は、「使用材料費」及び「製作加

工費」によって構成されていること。 

 

○使用材料費 

素材費 素材購入費 

素材のロス 素材の正味必要量に対する割増分（ロス分） 

小物材料費 
個々の要素加工に対して使用量を決め難い材料費 

（糸、釘、ビス、ナット、油脂等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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材料管理費 素材の購入及び保管に要する経費 

 

○製作加工費 

作業人件費 
製作を遂行するために必要な正味作業時間相当人件費（給

与、賞与、退職手当、法定福利費等） 

作業時間の 

余裕割増 

製作の準備、段取り、清掃、作業上の整理及び生理的余裕等

の作業時間相当人件費 

製造間接費 光熱水費、冷暖房費、クリーニング費、減価償却費等 

管理販売経費 完成品の保管、販売に要する経費 

 

また、電動車椅子の価格は、次のように構成されていること。 

電動車椅子の価格 ＝ 基本価格 ＋ 本体価格 ＋ 加算要素価格 

○車椅子の価格構成 

基本価格 

採寸及び適合検査等基本工作に要する使用材料費、加工費並

びにメーカーからの電動車椅子本体及び部品の仕入れに伴

う配送料の計 

本体価格 
フレーム及び標準構造部品の材料購入費並びに加工、組合せ

及び結合の各作業によって発生する価格の計 

加算要素価格 
機構、構造部品及び付属品の追加に伴う材料購入費並びに加

工、組合せ及び結合の各作業によって発生する価格の計 

 

電動車椅子は身体障害者用物品として消費税が非課税であるため、電動車椅子

の価格は、「イの基本価格」に「ウの本体価格」及び「エの加算要素価格」のそれ

ぞれ使用する材料、部品の価格を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限

とすること。（図－57参照） 

なお、「100 分の 106 に相当」の趣旨は、電動車椅子（付属品を含む。）を製作

及び加工をするに当たって必要な材料及び部品等の購入には消費税が課税され

るものの、販売時には非課税となるため、当該仕入れに係る消費税相当分を考慮

したものであること。 

電動車椅子の構成は価格体系に基づくものであること。 
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（３）基本価格 

ア 電動車椅子の基本価格は採寸のみとし、ヘッドサポートが必要な場合のみ

標準価格に頭頚部の基本価格を加算できること。この場合のヘッドサポート

とは、頭部支持が必要な場合に算定できるものであって、バックサポートと

一体型のものも含まれること。 

イ レディメイド式、２台同時支給の２台目及び再支給（前回支給の電動車椅

子と構成部品が同じものに限る。）の場合は、１台当たりの基本価格を半額

とすること。基本価格を半額とすることの趣旨は、レディメイド式、２台同

時支給の２台目及び再支給については、採寸にかかる作業を必要としないこ

とから、基本価格を減額するものであること。 

（４）本体価格 

ア 電動車椅子のうち、標準形は本体価格に駆動モータ、充電器及び転倒防止

装置を含み低速用と中速用に区分されること。また、簡易形は本体価格に駆

動モータ、充電器及び転倒防止装置に加え、自走用車椅子の価格を含み、切

替式とアシスト式に区分されること。 

基本価格 本体価格 加算要素価格

① ② ③＋④＋⑤

③

機

構

加

算

④

構

造

部

品

加

算

⑤

付

属

品

頭

頚

部

簡

易

形

①

基

本

価

格

標

準 ②

本

体

価

格

標

準

形

図－57 電動車椅子の価格体系 

（基準額は①から⑤を合算した額の 100分の 106に相当する額を上限額とすること） 
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イ 標準形の本体価格はモジュラー式による上限価格であり、オーダーメイド

式の場合は本体価格の 125％、レディメイド式は本体価格の 75％をそれぞれ

上限価格とすること。 

ウ 簡易形の本体価格は、自走用車椅子に駆動モータ、充電器、転倒防止装置

及び構造部品（標準）を取り付けたものを原則としており、自走用車椅子に

駆動モータを取り付ける作業人件費も含むものであるため、駆動輪等の重複

部分を控除することは適切ではないこと。 

（５）加算要素価格 

ア 機構加算 

障害状況等に応じた機構を電動車椅子に追加する場合の対象者例及び構造

は次の表のとおりとすること。なお、電動リフト機構については、ＪＩＳ Ｔ 

９２０３－２０１６の対象ではないが、障害の現症、生活環境その他真にやむ

を得ない事情及び就労又は就学のために真に必要と認められる場合には、基準

内の電動車椅子として支給して差し支えない（特例補装具ではない。）こと。

なお、簡易形で電動による機構加算が必要な場合は特例補装具として取り扱う

こと。１台を１単位とすること。 

 

○機構加算の対象者例及び構造 

機構名称 対象者例 構  造 

手動リクライニング

機構 

電動リクライニング

機構 

随時、仰臥姿勢をとる必要の

ある者 

座位を長時間保持できない

者 

 

（手動リクライニング機構） 

バックサポート角度が変換

でき、バックサポートの傾斜

を、介助者が調整できる機構 

（電動リクライニング機構） 

バックサポート角度が変換

でき、バックサポートの傾斜

を、電動モータを用いて調整

できる機構 

電動ティルト機構 長時間の座位保持が困難な

者であって、自立姿勢変換が

困難な者 

シートとバックサポートと

の角度が固定されたまま、シ

ート及びバックサポートの

傾斜を、電動モータを用いて

一体的に調整できる機構 

電動ティルト・リク

ライニング機構 

リクライニング機構及びテ

ィルト機構について、それぞ

バックサポート角度及びシ

ート角度が変換でき、バック
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れ単独では姿勢保持等の目

的が果たせない者 

サポート及びシートの傾斜

を、電動モータを用いて調整

できる機構 

電動リフト機構 障害の現症、生活環境その他

の事情により、リフト機構を

用いることについて、真にや

むを得ない事情が認められ

る者 

就労又は就学のために真に

必要と認められる者 

シートの高さを、電動モータ

を用いて調整できる機構（昇

降機構及びスタンドアップ

機構を含む。） 

 

イ 構造部品加算 

（ア）障害状況等に応じた構造部品を電動車椅子に追加する場合の対象者例及

び構造は次の表のとおりとすること。告示等に特に記載のない限り、１台

を１単位とすること。 

（イ）バッテリの取扱い 

電動車椅子のバッテリについては、日常生活圏における坂道及び悪路の状

況等、使用者の使用環境等を十分把握し、適切なバッテリを選定すること。 

 

○構造部品加算の対象者例及び構造 

本体部位 構造名称 対象者例 構造 

操作レバー ばね圧変更 上肢筋力低下や病状

進行等により、ジョ

イスティックの傾倒

感度を、前後左右そ

れぞれ独立に変更す

ることが必要な者 

プログラム変更によ

り、ジョイスティッ

クの傾倒感度を、前・

後・左・右それぞれ独

立変更調整が可能な

もの 

タイヤ ノーパンクタイヤ

（電動車椅子） 

メンテナンスフリー

を希望する者 
ホイール付き 

 

ウ 付属品 

障害状況等に応じた付属品を電動車椅子に追加する場合の対象者等の例及

び構造は次の表のとおりとすること。なお、必要に応じて車椅子の付属品を加

えることができること。告示等に特に記載のない限り、１台を１単位とするこ

と。 
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○付属品の対象者例及び構造 

項  目 対象者例 構  造 

パワーステアリング 

悪路での使用が多い者又は

不随意運動等による操作不

安定が解消する者 

前輪を自在輪とせず、電動

で操作する構造のもの 

クライマーセット 
標準では段差の乗り越えが

出来ない者 

前輪に補助輪が加わり３輪

式となる構造のもの 

手動スイングアーム 

上肢の可動域制限等によ

り、コントローラ位置が身

体の中央になるような場合 

操作ボックスを任意の場所

に取り付けることが可能な

アーム 

電動スイングチンコン

トロール一式 

上肢筋力低下により、上肢

での操作が不可能な者。下

顎部での操作が可能な者 

下記パーツから構成された

もの 

（パーツ） 

パワースイングチンア

ーム 

同上 
電動により可動するコント

ローラ取付けアーム 

（パーツ） 

チン操作ボックス 
同上 

下顎部にて操作するための

コントロールボックス 

（パーツ） 

セレクタ 
同上 

走行、リクライニング等の

操作切替用のスイッチ 

（パーツ） 

液晶モニタ 
同上 

操作切り替えの状況等を表

示するための液晶モニタ 

（パーツ） 

頭部スイッチ・取付金具 
同上 

頭部で走行、リクライニン

グ等の操作切り替えを行う

ためのスイッチとフレーム

に取り付けるための金具 

手動スイングチンコン

トロール一式 

上肢筋力低下により、上肢

での操作が不可能な者（ス

イングアームの位置調整は

介助者が行う者） 

下記パーツから構成された

もの 

（パーツ） 

手動スイングチンアー

ム 

同上 
手動により可動するコント

ローラ取付けアーム 

（パーツ） 

チン操作ボックス 
同上 

下顎部にて操作するための

コントロールボックス 

多様入力コントローラ 

非常停止スイッチボッ

クス 

上肢筋力低下や不随意運動

等により、特殊な入力装置

が必要な者 

非常停止スイッチ付きの多

様入力コントローラ 

多様入力コントローラ 

４方向スイッチボード 
同上 並列配置の４ボタン 

多様入力コントローラ 

８方向スイッチボード 
同上 楕円形配置の８ボタン 
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多様入力コントローラ 

小型ジョイスティック

ボックス 

同上  小型のジョイスティック 

多様入力コントローラ 

フォースセンサ 
同上 

フォースセンサ内蔵のコン

トローラ 

多様入力コントローラ 

足用ボックス 
同上 

足指や足底での操作に耐え

るよう耐久性の高いコント

ローラ 

簡易１入力 同上 

スキャン式で、１ボタンで

走行操作が可能な仕様コン

トローラ 

ジョイスティックノブ・

レバーノブ各種形状 

上肢筋力低下や不随意運動

等により、特殊なノブが必

要な者。 

材料－樹脂 

フットサポートヒール

ループ 

フットサポートから足部が

後方に脱落する危険性があ

る者 

踵部にベルト等を引き掛

け、足部が後方に脱落しな

いようにしたもの 

フットサポートアンク

ルストラップ 

フットサポートから足が脱

落する危険性がある者 

足部をベルト等で、フット

サポートに固定するもの 

フットサポートステッ

プカバー 
足部の保護が必要な者 

フットサポート全体を覆う

ことにより、足部の保護や

負担を軽減するもの 

 

（参考）電動車椅子の基本工作法から考えられる必要な設備等 

電動車椅子の基本工作法における各工程に係る作業内容を遂行するために必要とな

る、標準的な設備等については、以下を参照すること。 

工  程 作業の内容 設 備 

(ｱ)身体状況の観

察等 

身体状況の観察、座位姿勢の評価及び使用目的の確認  

(ｲ)採寸 
製作に必要な採寸、電動車椅子の装備等についての選択

及び記録 

 

(ｳ)製作、加工、

組立て 

フレーム及び付属品の製作、加工並びに組立て 溶接 

(ｴ)仮合わせ 

（必要に応じて） 

身体への適合並びにフレーム及び付属品の検査及び修正  

(ｵ)仕上げ 各部品の取付け、仕上げ等  

(ｶ)適合検査 最終的な身体への適合及び電動車椅子の各機能の検査  
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※ 関連業務 

・ 製作に必要な個人情報（氏名、年齢、職業、家族構

成、身体状況、住宅環境、生活様式、使用者の希望、

連携可能な関係医療機関等）の収集、情報カードへ

の記載、保管、管理業務 

・ 初期段階で、使用者が電動車椅子を入手するまでの

流れについて説明する。 

・ 処方医と連携し、最適な部品等の選択を行う。 

・ 電動車椅子の引渡し後も、定期的なチェック等のフ

ォローアップを行うことが望ましいことを使用者

にご理解いただく。 

 

※事務室、工作室が必要であり、設備を配置した上で十分に動ける面積があること。 

※設備欄に掲げる設備のほか、必要な工具等（例：ボール盤、ジグソー、エアコンプレッ

サー、電動ドリル、万力、ハンドリベッター、トルクレンチ、パイプカッター、ノギス、

ウレタンカッター、ディスクグラインダー等）を備えていること。 

 

 

第２ 義肢、装具、姿勢保持装置、車椅子及び電動車椅子の修理に要する費用の額の算

定等に関する取扱い 

１ 殻構造義肢 

（略） 

修 理 項 目 上 限 価 格 

ア ソケットの交換 

 ソケットを新たに製作する場合は、購入基準に準ず

ることとし、ソケットを複製する場合は、採型区分ご

との複製価格にソケットの上限価格を加算した額を

もって修理価格の上限額とすること。ソケットの交換

に伴い、ソフトインサート及び支持部の交換が必要な

場合は、それぞれの修理項目の上限価格を加算するこ

とができること。 

イ ソフトインサー

トの交換 

 ソケットの交換に伴ってソフトインサートを交換

する場合は、購入基準に準ずることとし、ソフトイン

サートを単独で交換する場合は、修理基準の「イのソ

フトインサートの交換」の上限価格をもって修理価格

の上限額とすること。 

第２ 義肢、装具及び座位保持装置の修理に要する費用の額の算定等に関する取扱い 

 

１ 殻構造義肢 

（略） 

修 理 項 目 価           格 

ア ソケットの交換 

採型区分ごとの基本価格又は複製価格にソケットの

価格を加算した額をもって修理価格とすること。 

 

 

 

 

 

イ ソフトインサート

の交換 

採型区分ごとのソケットの交換により付随する価格

又は単独の場合の価格をもって修理価格とすること。 
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ウ 支持部の交換 

 支持部を交換した場合は、購入基準に準ずることと

し、交換した支持部の上限価格をもって修理価格の上

限額とすること。 

エ 義手用ハーネス

及び義足懸垂用部

品の交換 

 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品を交換した場

合は、修理基準の作業上限価格に、交換部品ごとに購

入基準に掲げる価格を加算した額をもって修理価格

の上限額とすること。 

オ 外装の更新 
 修理基準の「オの外装の更新」の上限価格をもって

修理価格とすること。 

カ 完成用部品の交

換 

 修理基準の「カの完成用部品の交換」に掲げる作業

上限価格に、完成用部品の上限価格を加算した額をも

って修理価格の上限額とすること。ただし、外付けバ

ッテリ、バッテリボックス、リストユニット又は充電

器の交換の場合には、完成用部品の上限価格に掲げる

額をもって修理価格の上限額とすること。 

キ ソケットの調整 

 断端の変化に対しソケットを調整した場合に修理

基準の「キのソケットの調整」に定める額をもって修

理価格の上限額とすること。 

（注）１ ア又はウの修理で完成用部品を必要とする場合は、当該完成用部品

の上限価格を加算することができること。 

２ （略） 

（１）ソケットの交換 

ア 基本価格及び複製価格 

（ア）採寸又は採型により、ソケットを新たに製作する場合は、購入基準の基

本価格にソケットの上限価格を加算した額をもって修理価格の上限額と

すること。基本価格は、採寸又は採型及び仮歩行を含みソケット交換を行

う場合の価格であること。 

（イ）使用中の義足からソケットを復元する場合は、複製価格に購入基準の「ソ

ケット」の上限価格を加算した額をもって修理価格の上限額とすること。

複製価格は、使用中の義足からソケットを復元し、仮歩行を含むソケット

ウ 支持部の交換 

交換した支持部の価格をもって修理価格とすること。 

 

 

エ 義手用ハーネス及び

義足懸垂用部品の交換 

交換した義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の基本価

格をもって修理価格とすること。 

 

 

オ 外装の交換 
交換した外装の価格をもって修理価格とすること。 

 

カ 完成用部品の交換 

完成用部品の交換に係る基本価格に、「購入基準の完成

用部品」に掲げる価格を加算した額をもって修理価格

とすること。 

 

 

 

キ ソケットの調整 

断端の変化に対しソケットを調整した場合に「修理基

準のキのソケットの調整」に定める額をもって修理価

格とすること。 

（注）１ ア又はウの修理で完成用部品を必要とする場合は、「購入基準の完成用部

品」に掲げる価格を加算することができること。 

２ （略） 

（１）ソケットの交換 

ア 基本価格及び複製価格 

（ア）基本価格は、採寸又は採型と仮歩行を含みソケット交換を行う場合の価格

であること。 

 

 

（イ）複製価格は、使用中の義足からソケットを復元し、仮歩行を含むソケット

交換を行う場合の価格であること。 
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交換を行う場合の価格であること。 

（ウ）ソケットの交換により、大幅に支持部を修正する必要がある場合は、当

該支持部の使用材料ごとに支持部の価格を加算することができること。 

イ ソケットの価格 

（ア）ソケットの価格は購入基準に準じ、ソケットの基本価格又は複製価格の

採型区分に基づき使用材料ごとに加算すること。 

（イ）（略） 

（ウ）（略） 

（エ）電動義手において、完成用部品に揚げられた筋電電極の交換を伴わない

場合は、ダミー用部品価格として修理基準で示した額を加算できること。 

（２）ソフトインサートの交換 

ア ソケット交換に伴ってソフトインサートを交換する場合は、購入基準に基

づき、ソフトインサートの上限価格をもって修理価格の上限額とすること。 

イ ソフトインサートを単独で交換する場合は、修理基準のソフトインサート

の交換の上限価格をもって修理価格の上限額とすること。ソフトインサート

の交換の価格は、使用中のソフトインサートから陽性モデルを作りソフトイ

ンサートを製作する場合の価格であること。 

（３）支持部の交換 

ア 支持部の交換は、購入基準の支持部の上限価格をもって修理価格の上限額

とすること。必要に応じて完成用部品の価格を加算することができること。 

 

 

イ ソケット交換、継手交換、アンクルブロック交換、鉄脚交換、高さ修正及

び長さ修正等の修理において支持部に手を加えることを余儀なくされる場

合に、その修理箇所の支持部を加算することができること。 

ウ （略） 

エ アルミニウムを用いる場合の価格は、木製に準じて取り扱うこと。 

オ 鉄脚及び足部の交換については、第１の１の殻構造義肢に準じて取り扱う

こと。 

カ （略） 

（４）義手用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋の交換 

 

（ウ）上記⒜又は⒝の工程により、大幅に支持部を修正する必要がある場合は、

当該支持部の使用材料ごとに支持部の価格を加算することができること。 

イ ソケットの価格 

（ア）ソケットの価格は、ソケットの基本価格又は複製価格の採型区分に基づき

使用材料ごとに加算すること。 

（イ）（略） 

（ウ）（略） 

（新設） 

 

（２）ソフトインサートの交換 

ア ソケット交換に付随する場合の価格とは、ソケット交換を行う時に付属的に

ソフトインサートを製作する場合の価格であること。 

イ 単独の場合の価格とは、ソフトインサート交換のみを行う場合であり、使用

中のソフトインサートから陽性モデルを作りソフトインサートを製作する場

合の価格であること。ただし、皮革、皮革・フェルトの材料を使用する場合に

は、陽性モデルを作らなくてもよいこと。 

（３）支持部の交換 

ア 支持部交換を行う場合は、ソケット交換、継手交換、アンクルブロック交換、

幹部交換、鉄脚交換、高さ修正及び長さ修正等の修理において支持部に手を加

えることを余儀なくされる場合に、その修理箇所の支持部を加算することがで

きること。 

（新設） 

 

 

イ （略） 

ウ 熱可塑性樹脂を用いる場合の価格は、セルロイドに準じて取り扱うこと。 

エ 幹部、鉄脚及び足部の交換については、第１の１の殻構造義肢に準じて取り

扱うこと。 

オ （略） 

（４）義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換 
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ア 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換は、作業上限価格に購入基準の

使用部品の上限価格を加算したものを上限額とすること。 

イ 購入基準に掲げられていないものの修理は、「その他の交換」の作業上限

価格をもって修理価格とすること。 

ウ 断端袋の交換は、作業上限価格を修理価格とすること。年間の上限額であ

るため、特性及び数量にかかわらず、当該額の範囲で一括支給することがで

きること。 

エ （略） 

オ 懸垂用膝カフの交換については、ＰＴＢカフベルトに準じて取り扱うこ

と。 

（５）外装の更新 

ア （略） 

イ （略） 

ウ リアルソックスを必要とする場合は、購入基準の「完成用部品」に掲げる

価格を加算することができること。 

（６）完成用部品の交換 

ア 完成用部品の交換の上限価格は、作業にかかる価格であり、完成用部品の

価格を加算することができること。１回の修理において複数の完成用部品を

交換する場合、完成用部品の交換の価格は交換部位ごとに 1回の算定とする

こと。つまり、交換部位ごとに交換した完成用部品の数にかかわらず１回を

1単位として算定すること。 

イ アライメント調整を必要とするもの 

ａ アライメント調整を必要とするものとは、支持部に手を加えないと修理

できない完成用部品の交換であること。 

ｂ 溶接は、アライメント修正及び支持部修正を必要とする溶接であるこ

と。 

ｃ 外装を必要とする場合は、外装の価格を加算することができること。 

ウ アライメント調整を必要としないもの 

ａ （略） 

ｂ 溶接は、外装更新の有無にかかわりなく支持部修正を必要としない溶接

であること。 

ア 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換は、当該基本価格に購入基準の使

用部品価格を加算すること。 

イ 修理項目の中で購入基準に掲げられていない修理については、当該基本価格

をもって修理価格とすること。 

ウ 金具部品交換の基本価格には、美錠等の金具部品の価格が含まれているこ

と。 

 

エ （略） 

オ 軽便式・下腿義足常用普通用の懸垂用膝カフの交換については、ＰＴＢカフ

ベルトに準じて取り扱うこと。 

（５）外装の交換 

ア （略） 

イ （略） 

ウ リアルソックスを必要とする場合は、「購入基準の完成用部品」に掲げる価

格に、「修理基準のオの外装」に定める額を加算すること。 

（６）完成用部品の交換 

（新設） 

 

 

 

 

ア アライメント調整を必要とするもの 

a アライメント調整を必要とするものとは、支持部に手を加えないと修理で

きない完成用部品の交換であること。 

b 前留金具部品交換は、全体の交換とし、支持部の価格を加算できないこと。 

c 溶接は、アライメント修正及び支持部修正を必要とする溶接であること。 

d 外装を必要とする修理は、外装の価格を加算することができること。 

イ アライメント調整を必要としないもの 

a （略） 

b 溶接は、外装交換の有無にかかわりなく支持部修正を必要としない溶接で

あること。 
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ｃ 吸着式バルブの交換は、単独の場合とソケット交換に付随する場合とに

区分され、単独の場合にのみ部品交換の上限価格を加算すること。 

ｄ その他の電動ハンド及び電動フックについては、手先具部品で対応する

こと。 

ｅ その他のリストユニット用部品及びローテーターは手継手部品として

扱うこと。 

ｆ その他の接続ケーブル、コントローラ、コネクタブロック及び内蔵バッ

テリは接続ケーブル部品として扱うこと。 

ｇ （略） 

（削る） 

 

 

 

 

（削る） 

 

２ 骨格構造義肢 

（略） 

修 理 項 目 上 限 価 格 

ア ソケットの交換 

 ソケットを新たに製作する場合は、購入基準に準ず

ることとし、ソケットを複製する場合は、採型区分ご

との複製価格にソケットの上限価格を加算した額を

もって修理価格の上限額とすること。ソケットの交換

に伴い、ソフトインサート及び支持部の交換が必要な

場合は、それぞれの修理項目の上限価格を加算するこ

とができること。 

イ ソフトインサー

トの交換 

 ソケットの交換に伴ってソフトインサートを交換

する場合は、購入基準に準ずることとし、ソフトイン

サートを単独で交換する場合は、修理基準の「イのソ

フトインサートの交換」の上限価格をもって修理価格

の上限額とすること。 

ウ 支持部の交換 

 支持部を交換した場合は、購入基準に準ずることと

し、交換した支持部ごとの上限価格をもって修理価格

の上限額とすること。 

c 吸着バルブの交換は、単独の場合とソケット交換に付随する場合とに区分

され、単独の場合にのみ部品交換の基本価格を加算すること。 

d その他の電動ハンドおよび電動フックについては、手先具部品で対応する

こと。 

e その他のリストユニット用部品およびローテーターは手継手部品として扱

うこと。 

f その他の接続ケーブルおよびコントローラー、コネクタブロック、内蔵バ

ッテリーは接続ケーブル部品として扱うこと。 

g （略） 

h 電動式における、完成用部品の交換は、完成用部品の交換に係る基本価格

に、「購入基準の完成用部品」に掲げる価格を加算した額をもって修理価格

とすること。なお、1回の修理において同一の完成用部品の名称内で複数の

完成用部品を交換する場合であっても、基本価格は該当する交換部品の価

格 1回のみの適用とすること。 

i その他アライメント調整を必要とするもの以外の修理であること。 

 

２ 骨格構造義肢 

（略） 

修 理 項 目 価           格 

ア ソケットの交換 

採型区分ごとの基本価格又は複製価格にソケットの

価格を加算した額をもって修理価格とすること。 

 

 

 

 

 

イ ソフトインサートの

交換 

採型区分ごとのソケットの交換により付随する価格

又は単独の場合の価格をもって修理価格とすること。 

 

 

 

ウ 支持部の交換 

交換した支持部の価格をもって修理価格とすること。
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エ 義手用ハーネス

及び義足懸垂用部

品の交換 

 義手用ハーネス及び義足懸垂用部品を交換した場

合は、修理基準の作業上限価格に、交換部品ごとに購

入基準に掲げる価格を加算した額をもって修理価格

の上限額とすること。 

オ 外装の交換 
 交換した外装の価格に、完成用部品の外装用部品を

加算した額をもって修理価格の上限額とすること。 

カ 完成用部品の交

換 

 使用部品ごとに購入基準の「オの完成用部品」に掲

げる額に、修理基準の「カの完成用部品の交換」に定

める額を加算した額をもって修理価格の上限額とす

ること。ただし、ストッキネット、吸着バルブ、懸垂

ベルト、ＫＢＭウェッジ、ライナーロックアダプタ、

ライナー、ラミネーションポスト、エアコンタクトキ

ット及びエアパイロンポンプの交換の場合には、完成

用部品の上限価格に掲げる価格をもって修理価格の

上限額とすること。 

キ ソケットの調整 

 断端の変化に対しソケットを調整した場合に修理

基準の「キのソケットの調整」に定める額をもって修

理価格の上限額とすること。 

（注）１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

（１）ソケットの交換 

ア 基本価格及び複製価格 

（ア）採寸又は採型により、ソケットを新たに製作する場合は、購入基準の基

本価格にソケットの上限価格を加算した額をもって修理価格の上限額と

すること。基本価格は、採寸又は採型と仮歩行を含みソケット交換を行う

場合の価格であること。 

（イ）使用中の義足からソケットを復元する場合は、複製価格に購入基準の「ソ

ケット」の上限価格を加算した額をもって修理価格の上限額とすること。

複製価格は、使用中の義足からソケットを復元し、仮歩行を含むソケット

交換を行う場合の価格であること。 

（ウ）ソケットの交換により、大幅に支持部を修正する必要がある場合は、当

該支持部の使用材料ごとに支持部の価格を加算することができること。 

イ ソケットの価格 

（ア）ソケットの価格は購入基準に準じ、ソケットの基本価格又は複製価格の

エ 義手用ハーネス及び

義足懸垂用部品の交換 

交換した義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の価格

をもって修理価格とすること。 

 

 

オ 外装の交換 
交換した外装の価格に、完成用部品の外装用部品を

加算した額をもって修理価格とすること。 

カ 完成用部品の交換 

使用部品ごとに「購入基準の完成用部品」に掲げる額

に、「修理基準のカ 完成用部品」に定める額を加算し

た額をもって修理価格とすること。ただし、ストッキネ

ット、吸着バルブ、懸垂ベルト、ＫＢＭウェッジ、断端

袋、ライナーロックアダプタ、ライナー、ラミネーショ

ンポスト、エアコンタクトキット及びエアパイロンポ

ンプの交換の場合には、「購入基準の完成用部品」に掲

げる価格をもって修理価格とすること。 

 

キ ソケットの調整 

断端の変化に対しソケットを調整した場合に「修理

基準のキのソケットの調整」に定める額をもって修理

価格とすること。 

（注）１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

（１）ソケットの交換 

ア 基本価格及び複製価格 

（ア）基本価格は、採寸又は採型と仮歩行を含み、ソケット交換を行う場合の価

格であること。 

 

 

（イ）複製価格は、使用中の義足からソケットを復元し、仮歩行を含むソケット

交換を行う場合の価格であること。 

 

 

（ウ）上記⒜又は⒝の工程により、大幅に支持部を修正する必要がある場合は、

当該支持部の使用材料ごとに支持部の価格を加算することができること。 

イ ソケットの価格 

（ア）ソケットの価格は、ソケットの基本価格又は複製価格の採型区分に基づき
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採型区分に基づき使用材料ごとに加算すること。 

（イ）（略） 

（ウ）電動式は、電極の取り付け加工を行うソケット製作のときのみ取り扱い、

二重式ソケットにおいて電動式を重複して取り扱えないこと。 

（エ）電動義手において、完成用部品に掲げられた筋電電極の交換を伴わない

場合は、ダミー用部品価格として修理基準で示した額を加算できること。 

（２）ソフトインサートの交換 

ア ソケット交換に伴ってソフトインサートを交換する場合は、購入基準に基

づき、ソフトインサートの上限価格をもって修理価格の上限額とすること。 

イ ソフトインサートを単独で交換する場合は、修理基準のソフトインサート

の交換の上限価格をもって修理価格の上限額とすること。ソフトインサート

の交換の価格は、使用中のソフトインサートから陽性モデルを作りソフトイ

ンサートを製作する場合の価格であること。 

（３）支持部の交換 

幹部交換を除く支持部交換は、ソケット交換を行う場合にのみ加算するこ

と。 

（４）義手用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋の交換 

義手用ハーネス及び義足懸垂用部品並びに断端袋の交換の取扱いについて

は、第１の１の殻構造義肢に準ずること。 

（５）外装の更新 

ア （略） 

イ リアルソックスを必要とする場合は、購入基準の「オの完成用部品」に掲

げる価格を加算することができること。 

（６）完成用部品の交換 

使用部品ごとに、完成用部品の価格に修理基準「カの完成用部品の交換」に

掲げる額を加算した額をもって修理価格の上限額とすること。ただし、ストッ

キネット、吸着バルブ、懸垂ベルト、ＫＢＭウェッジ、ライナーロックアダプ

タ、ライナー、ラミネーションポスト、エアコンタクトキット及びエアパイロ

ンポンプの交換の場合には、完成用部品の上限価格をもって修理価格の上限額

とすること。 

 

使用材料ごとに加算すること。 

（イ）（略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

（２）ソフトインサートの交換 

ア ソケット交換に付随する場合の価格とは、ソケット交換を行う時に付属的に

ソフトインサートを製作する場合の価格であること。 

イ 単独の場合の価格とは、ソフトインサート交換のみを行う場合であり、使用

中のソフトインサートから陽性モデルを作りソフトインサートを製作する場

合の価格であること。ただし、皮革、皮革・フェルトの材料を使用する場合に

は、陽性モデルの製作を省略することができること。 

（３）支持部の交換 

支持部交換は、ソケット交換を行う場合にのみ加算すること。 

 

（４）義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換 

義手用ハーネス及び義足懸垂用部品の交換の取扱いについては、第１の１の殻

構造義肢に準ずること。 

（５）外装の交換 

ア （略） 

イ リアルソックスを必要とする場合は、「購入基準の完成用部品」に掲げる価

格に、「修理基準のオの外装の交換」に定める額を加算すること。 

（６）完成用部品の交換 

ストッキネット、吸着バルブ、エアパイロンポンプ等の交換及び断端袋の購入

（交換を含む。）については、「購入基準の完成用部品」に掲げる価格をもって

修理価格とすること。 
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３ 装具（オーダーメイド） 

装具の修理に要する費用の額の算定等については、購入基準と同様に加算方式で

その合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とし、次により取り扱うものと

すること。 

修 理 項 目 上 限 価 格 

ア 継手及び支持部の交換 

 修理項目ごとに購入基準の「エの製作

要素価格」に掲げる価格に、修理基準の

「アの継手及び支持部の交換」に定める

額を加算した額をもって修理価格の上限

額とすること。 

イ 完成用部品の交換 

 修理項目ごとに「購入基準の完成用部

品」に掲げる価格をもって修理価格の上

限額とすること。 

ウ ベルトの交換 

 修理箇所ごとに 25 ㎜幅のもの及び 50

㎜幅のものは「修理基準のベルトの交換」

に定める額を修理価格の上限額とするこ

と。ただし、裏付きの場合及びバックルを

使用する場合には、当該価格を２倍した

額を修理価格の上限額とすること。 

エ 溶接 
 修理箇所ごとに「修理基準の溶接」に定

める額を修理価格の上限額とすること。 

オ その他の交換・修理  

 

(ｱ) 

 

修

理

部

位 

下肢装具 

足底裏革交換

又は足底ゴム

交換 

 修理項目ごとに「修理基準のその他の

交換・修理」の「修理部位」に定める額を

修理価格の上限額とすること。 

靴型装具 

本底交換 

足底挿板交換 

半張交換 

踵交換 

積上交換 

底張かけ交換 

ファスナー交

換 

細革交換 

体幹装具 

支柱交換（硬

性） 

支柱交換（軟

性） 

３ 装具 

装具の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同様に加算方

式でその合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とし、次により取り扱うも

のとすること。 

修 理 項 目 価      格 

ア 継手及び支持部の交換 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価

格」に掲げる価格に、「修理基準のアの継

手及び支持部の交換」に定める額を加算し

た額をもって修理価格とすること。 

イ 完成用部品の交換 

 修理項目ごとに「購入基準の完成用部

品」に掲げる価格をもって修理価格とする

こと。 

ウ マジックバンドの交換 

 修理箇所ごとに 25ｍｍ幅のもの及び 50

ｍｍ幅のものは「修理基準のウのマジック

バンドの交換」に定める額とすること。た

だし、裏付きの場合には、当該価格を２倍

した額を修理価格とすること。 

エ 溶接 
 修理箇所ごとに「修理基準のエの溶接」

に定める額とすること。 

オ その他の交換・修理  

 (ア) 

 

修理

部位 

下 肢 装

具 

足底裏革交換

又は足底ゴム

交換 

 修理項目ごとに「修理基準のエのその他

の交換・修理の(ア)の修理部位」に定める

額とすること。 

靴 型 装

具 

本底交換 

足底挿板交換 

半張交換 

踵交換 

積上交換 

底張かけ交換 

ファスナー交

換 

細革交換 

体 幹 装

具 

硬性コルセッ

ト 

筋金交換 

軟性コルセッ

ト 

筋金交換 



 

68 

 

 

(ｲ) (ｱ)以外の部位 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素

価格」に掲げる価格を修理価格の上限額

とすること。 

（注）１ 採型又は採寸を必要とする修理については、購入基準の「ウの基本価

格」に掲げる価格を加算することができること。 

２ ア又はオ（(ｲ)に係るものに限る。）の修理で完成用部品を必要とする

場合は、購入基準の「オの完成用部品」に掲げる価格を加算することが

できること。なお、２つ一組の完成用部品を１つ用いる修理の場合は、

購入基準の「オの完成用部品」に掲げる価格に対して１／２を乗じた額

をもって修理価格とすること。 

３ 靴型装具は、右又は左の片側を一単位とすること。 

４ 裏革に劣化等のない、単なる剥離に対する再接着修理は、購入基準の

「エの製作要素価格」に掲げる価格を修理価格の上限額とすること。な

お、剥離については、新規製作及び修理から９月以内は接着不良として

の修理を認めないこと。 

５ （略） 

 

（削る） 

 

 

 

４ 装具（レディメイド） 

修理基準の「装具（オーダーメイド）」に準じて修理すること。 

 

５ 姿勢保持装置 

姿勢保持装置の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同様

に加算方式でその合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とし、次により取

り扱うものとする。 

修 理 項 目 上 限 価 格 

ア 支持部の交換 

 購入基準の「エの製作要素価格の(ｱ)の支持部」に掲げる価格

に、修理基準の「アの支持部の交換」に定める額を加算した額

をもって修理価格とすること。 

イ 支持部の調整 寸 法 調 整 形 状 調 整 

 

頭  部 

上 腕 部 

前腕・手部 

体 幹 部 

 修理項目ごとに修理基準の「イの支持部の調整」に定める額

とすること。 

 

(イ) (ア)以外の部位 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価

格」に掲げる価格とすること。 

 

(注)１ 採型又は採寸を必要とする修理については、「購入基準のウの基本価格」

に掲げる価格を加算することができること。 

２ ア又はオ（(イ)に係るものに限る。）の修理で完成用部品を必要とする場

合は、「購入基準の完成用部品」に掲げる価格を加算することができるこ

と。 

 

 

３ 靴型装具は、右又は左の一側を一単位とすること。 

４ 本底交換の価格は、踵部品の価格を含むものであること。 

 

 

 

５ （略） 

 

完成用部品の交換において、２つ一組の完成用部品を１つ用いる修理の場合は、「購

入基準の完成用部品」に掲げる価格に対して１／２を乗じた額をもって修理価格とす

ること。ただし、標準靴を除くものとすること。 

 

（新設） 

 

 

４ 座位保持装置 

座位保持装置の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同様

に加算方式でその合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とし、次により取

り扱うものとする。 

修 理 項 目 価     格 

ア 支持部の交換 

 「購入基準のエの製作要素価格の(ア)の支持部」に掲げる価

格に、「修理基準のアの支持部の交換」に定める額を加算した額

をもって修理価格とすること。 

イ 支持部の調整 寸 法 調 整 形 状 調 整 

 

頭  部 

上 腕 部 

前腕・手部 

体 幹 部 

 修理項目ごとに「修理基準のイの支持部の調整」に定める額

とすること。 
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骨盤・大腿部 

下 腿 部 

足  部 

ウ 支持部の連結、連結

角度調整用部品の交換 

 修理項目ごとに購入基準の「エの製作要素価格の(ｲ)支持部の

連結」に掲げる価格に、修理基準の「ウの支持部の連結、連結角

度調整用部品の交換」に定める額をもって修理価格とすること。 

エ 構造フレームの交換 

 購入基準の製作要素価格の構造フレームに掲げる基本価格

に、修理基準の「エの構造フレームの交換」に定める額を加算

した額をもって修理価格とすること。 

 車椅子及び電動車椅子としての機能を付加した場合は、当該

機能のみに係る部分については、車椅子及び電動車椅子の修理

基準に準ずること。 

オ 付属品の交換 
 修理項目ごとに購入基準の「エの製作要素価格の(ｴ)付属品」

に掲げる価格をもって修理価格とすること。 

カ 調節機構の交換 
 修理項目ごとに購入基準の「エの製作要素価格の(ｵ)調節機

構」に掲げる価格をもって修理価格とすること。 

キ ベルトの交換 

 25mm 幅のもの及び 50mm 幅のものは修理基準の「キのベルト

の交換」に定める額とし、裏付きを必要とする場合及びバック

ルを使用する場合には、当該価格を２倍した額とすること。 

ク 完成用部品の交換 
 修理項目ごとに購入基準の「オの完成用部品」に掲げる価格

をもって修理価格とすること。 

（注）１ 採寸又は採型を必要とする修理については、購入基準の「ウの基本価格」に掲げ

る価格を加算することができること。 

２ 継手の交換において、２つ一組の義肢・装具の完成用部品を１つ用いる場合は、

購入基準の殻構造義肢の「完成用部品」、「購入基準の装具の完成用部品」に掲げる

価格に対して１／２を乗じた額をもって修理価格とすること。 

 

（削る） 

 

 

 

６ 車椅子 

車椅子の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同様に加算

方式でその合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とする。ただし、次に掲

げる付属品のみを交換する場合については 100分の 110に相当する額を上限とする

こと。（オーダーメイドで製作されたものを除く。） 

別表の３の(６)の車椅子の表の付属品の項に掲げるクッション（カバー付き）、

背クッション、枕（レディメイド）、テーブル、杖たて、栄養パック取付用ガード

骨盤・大腿部 

下 腿 部 

足  部 

ウ 支持部の連結、連結

角度調整用部品の交換 

 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格の支持部の連結」

に掲げる価格に、「修理基準のウの支持部の連結、連結角度調整

用部品の交換」に定める額をもって修理価格とすること。 

エ 構造フレームの交換 

 購入基準の製作要素価格の構造フレームに掲げる基本価格

に、「修理基準のエの構造フレームの交換」に定める額を加算し

た額をもって修理価格とすること。 

 車椅子及び電動車椅子としての機能を付加した場合は、当該

機能のみに係る部分については、車椅子及び電動車椅子の修理

基準に準ずること。 

オ 付属品の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格の付属品」に掲げ

る価格をもって修理価格とすること。 

カ 調節機構の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の製作要素価格の調節機構」に掲

げる価格をもって修理価格とすること。 

キ マジックバンドの交

換 

 25mm 幅のもの及び 50mm 幅のものは「修理基準のキのマジッ

クバンドの交換」に定める額とし、裏付きを必要とする場合に

は、当該価格を２倍した額とすること。 

ク 完成用部品の交換 
 修理項目ごとに「購入基準の完成用部品」に掲げる価格をも

って修理価格とすること。 

（注） 採寸又は採型を必要とする修理については、「購入基準のウの基本価格」に掲げる価

格を加算することができること。 

 

 

 

 

 継手の交換において、２つ一組の義肢・装具の完成用部品を１つ用いる場合は、「購

入基準の殻構造義肢の完成用部品」、「購入基準の装具の完成用部品」に掲げる価格に

対して１／２を乗じた額をもって修理価格とすること。 

 

（新設） 
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ル架、点滴ポール、日よけ、雨よけ、スポークカバー及びリフレクタの交換。 

なお、修理項目及び構造等については次の表のとおりとし、部品の交換を伴わな

いシート、バックサポート、レッグサポート、フットサポート及びアームサポート

等について、成長に伴う調整をした場合は箇所にかかわらず、１回当たり修理価格

を算定できること。なお、成長に伴う調整が必要な場合は、市町村による修理費用

の支給決定後に行うこととし、補装具事業者が支給決定を待たずに調整をした場合

は費用を支給することができないこと。 

 

○修理項目及び構造等 

修理項目 構 造 等 

フレーム交換 フレームの部位は問わない 

溶接（修理箇所ごと） 溶接１カ所あたりの価格 

キャスタ取付部品交換 車椅子本体側にあるキャスタを取付するための部品

の交換 

リヤ・シャフト交換 ６輪構造などに使用するサスペンション部品の交換 

レバー交換 介助用ブレーキ、リクライニング機構のレバー、駐車

ブレーキの延長レバー等の各種レバー交換 

グリップ交換 押手部分に取り付けるグリップ交換 

 

７ 電動車椅子 

電動車椅子の修理に要する費用の額の算定等については、「購入基準」と同様に加

算方式でその合算した額の 100分の 106に相当する額を上限とする。ただし、次に

掲げる付属品のみを交換する場合については 100分の 110に相当する額を上限とす

ること。 

別表の３の（7）の電動車椅子のアの表のスイッチの項に掲げる延長スイッチ交換、

バッテリの項に掲げるバッテリ交換（リチウムイオン電池）、充電器の項に掲げる外

部充電器交換及び付属品の項に掲げる付属品交換（別表の１の(7)のエの(ｳ)の表に

掲げるジョイスティックノブの交換に限る。）並びにイの表のスイッチの項に掲げる

スイッチゴム交換及び延長スイッチ交換、バッテリの項に掲げるバッテリ交換（リ

チウムイオン電池）及びバッテリ交換（ニッケル水素電池）並びに充電器の項に掲

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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げる外部充電器交換。 

なお、修理項目及び構造等については次の表のとおりとし、部品の交換を伴わな

いシート、バックサポート、レッグサポート、フットサポート及びアームサポート

等について、成長に伴う調整をした場合は箇所にかかわらず、１回当たりの価格と

して算定すること。なお、成長に伴う調整が必要な場合は、市町村による修理費用

の支給決定後に行うこととし、補装具事業者が支給決定を待たずに調整をした場合

は費用を支給することができないこと。 

 

○修理項目及び構造等 

修理項目 構 造 等 

電動又は電磁ブレーキ交換 モータ等に内蔵されているブレーキの交換 

リヤ・シャフト交換 車体後方についているサスペンション部品の交換 

電動リフトシャフト交換 昇降モータに付属するシャフトの交換 

電動ティルト・電動リクラ

イニングシャフト交換 

電動ティルト及び電動リクライニングモータに付

属するシャフトの交換 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 補聴器の加算に関する取扱い 

デジタル式補聴器で、調整が必要な場合に加算することができる、「補聴器の装用に関

し専門的な知識・技能を有する者」は、補装具事業者に配置されている言語聴覚士又は認

定補聴器技能者とすること。なお、加算については補聴器１個当たりの価格とし、購入時

に１回のみ算定できること。 

（略） 

 

 

第４ 人工内耳用音声信号処理装置の修理に関する取扱い 

人工内耳用音声信号処理装置の修理について、以下の場合に補装具費支給制度（修理）

での対応を可能とすること。 

 

１ 対象者 

 

第３ 補聴器の加算に関する取扱 

デジタル式補聴器で、調整が必要な場合に加算することができる、「補聴器の装用に関

し専門的な知識・技能を有する者」は、補装具事業者に配置されている言語聴覚士又は認

定補聴器技能者とすること。 

 

（略） 

 

 

第４ 人工内耳用音声信号処理装置の修理に関する取扱い 

人工内耳用音声信号処理装置の修理について、以下の場合に補装具費支給制度（修理）

での対応を可能とすること。 

 

①対象者 
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人工内耳装用者のうち、医師が当該人工内耳音声信号処理装置の修理が必要である

と判断している者 

 

２ 対象機器の範囲 

人工内耳用音声信号処理装置（標準型・残存聴力活用型）のみ 

※以下に掲げる機器は対象外である。 

ア 人工内耳用インプラント 

イ 人工内耳用ヘッドセット（マイクロホン・送信コイル・送信ケーブル・マグ

ネット・接続ケーブル等） 

ウ 人工内耳用音声信号処理装置の電池 

※新機種を使用したい等、本人の選好による機器の交換は対象外である。 

※人工内耳用材料が破損した場合及び医学的に必要と認められる場合の交換につい

ては医療保険給付の対象である。 

 

（略） 

 

 

第５ 歩行器に関する取扱い 

歩行器のうち、下記の項目の支給を行う場合の対象者例及び構造は次のとおり。 

 

項  目 対象者例 構  造 

歩行器（後

方支持型） 

前方支持型のものでは歩行姿勢が前傾

しやすい者であって、後方支持型であっ

ても転倒危険性がない者、かつ、これに

よって実用的な歩行が可能となる者 

基本構造は四輪型

（腰掛なし）に準

じ、フレームが側

方及び後方にあ

り、上肢及び骨盤

後方を支持する構

造 

歩行器（サ

ドル・テー

ブル付きの

もの又はス

成長期の児童等で、上肢支持のみの自力

立位が困難であるが、殿部のわずかな支

持があれば実用歩行が可能になる者で

あって、かつ、歩行器の握りを把持する

基本構造は四輪型

（腰掛なし）に準

じ、サドル・テーブ

ル等を有する構造 

人工内耳装用者のうち、医師が当該人工内耳音声信号処理装置の修理が必要である

と判断している者 

 

②対象機器の範囲 

人工内耳用音声信号処理装置（標準型・残存聴力活用型）のみ 

※以下に掲げる機器は対象外である。 

ア 人工内耳用インプラント 

イ 人工内耳用ヘッドセット（マイクロホン・送信コイル・送信ケーブル・マグ

ネット・接続ケーブル等） 

ウ 人工内耳用音声信号処理装置の電池 

※新機種を使用したい等、本人の選好による機器の交換は対象外である。 

※人工内耳用材料が破損した場合等の交換は医療保険給付の対象である。 

 

 

（略） 

 

 

（新設） 
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リング・胸

郭支持具若

しくは骨盤

支持具付き

のもの） 

ことが困難等の理由からテーブル面に

上肢を支持することで実用歩行が可能

になる者 

 

 

第６ 重度障害者用意思伝達装置の支給に関する取扱い 

重度障害者用意思伝達装置の付属品等については、次により取り扱うものとする。 

１ 文字等走査入力装置における遠隔制御装置の取扱い 

文字等走査入力装置のうち、高度な遠隔制御機能及び通信機能を有する本体（製

品）を有するものの支給基準は、遠隔制御装置を必要とする場合は「高度な遠隔制

御機能が付加されたもの」とし、遠隔制御装置を必要としない場合は「通信機能が

付加されたもの」として取り扱うこと。 

なお、「通信機能が付加されたもの」として支給決定された場合は、遠隔制御装置

を付属品として購入することは、認められないこと。 

 

２ 視線検出式入力装置（スイッチ）の取扱い 

文字等走査入力方式の装置において視線検出式入力装置（スイッチ）を選択して

いる場合、その構造等により、次の付属品との組合せは原則として認められない。

真にやむを得ない理由により必要な場合は、特例補装具として取り扱うこと。 

（１） 呼び鈴分岐装置 

呼び鈴分岐装置は、入力装置と本体の間に接続し、入力装置からの電気信号を

本体側と呼び鈴側に分岐させることで、本体の作動状況によらず呼び鈴を鳴らす

ための装置であることから、本体が正常作動中に直接接続して利用する視線検出

式入力装置（スイッチ）との併用はできないため、付属品として支給することは

適切ではないこと。 

（２） その他の入力装置 

文字等走査入力方式の装置においては、複数の入力装置を併用して文字入力等

を行うことができる製品もあるが、補装具費の支給対象となる入力装置は、補装

具費支給事務取扱指針第２の１の（５）に定めるとおり、原則として１個である

ことから、視線検出式入力装置（スイッチ）と他の入力装置（スイッチ）を合わ

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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せて支給決定することは適切ではないこと。 

 

３ 入力装置固定具 

視線検出式入力装置（スイッチ）をモニタに取り付けるためのプレートは製品に

付属されていることから、入力装置固定具を付属品として支給することは適切では

ないこと。利用環境によっては、本体を移動（再設置）させた際に、装置が脱落す

るような場合には、接続ケーブルを含めた固定方法を検討し、固定具の追加の必要

性を個別に判断すること。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ モジュラー方式車椅子に関する取扱い 

モジュラー方式の車椅子を構成する部品は、別表「モジュラー方式車椅子の構成」に掲

げるものとすること。 

 

別表 

 

モジュラー方式車椅子の構成 

 

名  称 構成内容 構 成 部 品 

フレーム 
サイドフレーム 

サイドベースフレーム，サイド拡張フレーム（一

体型も同じ） 

クロスフレーム 折りたたみフレーム（固定連結フレームも含む） 

身体支持ユニット 

バックサポート 
バックサポート， 

バックサポートパイプ 

座 座布（座シートも同じ） 

アームサポート 
アームサポート，アームサポート取付部品，サイ

ドガード 

フットサポート 

フットサポート（フットプレート（パイプ状プレ

ートも同じ），ステップポストを含む），レッグサ

ポート 

大車輪 駆動輪 
ハブ取付部品，ハブ，ハブ軸，スポーク，リム，

タイヤ，チューブ，ハンドリム 

キャスター キャスター 

キャスター（キャスターフォーク，キャスタース

テム，キャスター取付部品，キャスターホイール，

キャスタータイヤを含む） 

ブレーキ ブレーキ ブレーキ，ブレーキ取付部品 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 車椅子及び電動車椅子に関する取扱い 

１ バッテリーの取扱い 

電動車椅子のバッテリーについては、日常生活圏における坂道及び悪路の状況等、

使用者の使用環境等を十分把握し、適切なバッテリーを選定すること。なお、リチ

ウムイオンバッテリーは、原則として簡易型電動車椅子に限り支給可能であること。 

 

２ 対象者例及び構造 

車椅子及び電動車椅子に、障害状況等に応じた部品等を追加する場合の対象者例

及び構造は次のとおり。 

項   目 

１ 台分

又は 

１ 個分 

対 象 者 例 構     造 

背クッション 個 

背部の褥瘡危険性がある者。軽

度の座位困難性があり、座位保

持に必要な場合。 

ウレタン等を主材料とする。 

特殊形状クッション

（骨盤・大腿部サポ

ート） 

個 

座位保持が困難で臀部・大腿形

状に沿った形状のクッションが

必要な者。（座位保持装置のモー

ルド型までは必要ない者。） 

ウレタンを主材料とし、座位

保持機能を高めたもの。 

クッションカバー

（防水加工を施した

もの） 

個 

失禁が頻回等の理由から防水用

クッションカバーを必要とする

者。 

防水加工を施したもの。 

クッション滑り止め

部品 
台 

足こぎ操作や、移乗動作により

クッションのズレが頻繁に生ず

る者。 

座面にベルクロや滑り止め

効果のある素材を縫製した

もの。 

延長バックサポート 台 

体幹の筋力低下により、背当て

の延長が必要な者。リクライニ

ング、ティルト機構を有する車

椅子には必要。 

バックサポートパイプを延

長し、背当てシートを張った

タイプ。枕を含まない。 

枕（オーダー） 台 

体幹筋、頭部筋の麻痺等により

頭部の位置を微調整する必要が

ある者。 

利用者の頭頸部に適合させ

たオーダーメイドの枕。カバ

ー含む。（レディメイド（カバ

ー含む）の価格は５０％） 

張り調整式バックサ

ポート 
台 

体幹の筋力低下や脊柱変形等に

より、一枚ものの背当てシート

では座位の安定性確保が困難な

者。 

バックサポートパイプ間に

５㎝幅程度のベルトを数本

張り、クッション入りカバー

で覆う構造。（背クッション

の同時加算は不可。） 
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高さ調整式バックサ

ポート 
台 

成長期の児童。最初の１台目の

車椅子で、障害の状況の変化等

により背当て高さ変更があり得

る者。 

バックサポートパイプの長

さが可変できる構造。 

後彎対応調整式バッ

クサポート 
台 

背張り調整のみでは対応できな

い場合（高度後彎の場合等）に

は必要。（特例補装具の取扱い） 

バックサポートパイプの途

中に角度可変部品が取り付

けられている構造。 

骨盤サポート 台 
脊柱の変形等により骨盤部を支

持する必要がある者。 

バックサポートパイプの骨

盤部に部品が取り付けられ、

張り調整が可能なベルトを

通している構造。 

背折れ機構 台 

背当てが高く、自動車のトラン

ク等への収納が頻繁にある場合

等に必要。 

バックサポートパイプの途

中から折りたたみ可能な構

造。 

背座間角度調整機構 台 

成長期の児童。最初の１台目の

車椅子で、使用の慣れ等により

背当て角度の変更があり得る

者。 

バックサポートパイプと座

ベースパイプの交点付近に

角度可変部品を取り付けた

構造。 

高さ角度調整式アー

ムサポート 
個 

成長期の児童等でアームサポー

トの高さの変更の必要がある

者。上肢筋力低下、可動域制限

等によりアームサポートの高さ

調整を要する者で、かつ、上肢

筋力低下により、ティルト時に

肘が落ちる場合に必要。 

肘を乗せる部分が上下に可

動（複数の穴にネジ等で固

定）する構造、かつ、肘を乗

せる部分の角度が可変する

構造。 

高さ調整式アームサ

ポート（段階調整式） 
個 

成長期の児童等でアームサポー

トの高さの変更の必要がある

者。上肢筋力低下、可動域制限

等によりアームサポートの高さ

調整を要する者。 

肘を乗せる部分が上下に可

動（複数の穴にネジ等で固

定）する構造。 

角度調整式アームサ

ポート 
個 

上肢筋力低下により、ティルト

時に肘が落ちる場合に必要。 

肘を乗せる部分の角度が可

変する構造。 

跳ね上げ式アームサ

ポート 
個 移乗動作時に必要な者。 

アームサポートをフレーム

に連結する部品に可動性を

持たせ跳ね上げを可能とす

る構造。 

脱着式アームサポー

ト 
個 移乗動作時に必要な者。 

アームサポートをフレーム

に差し込む構造等。 

アームサポート拡幅 個 
上肢筋力低下により、肘が落ち

やすい者。 

肘当ての幅を６㎝以上の幅

広タイプとしたもの。 

アームサポート延長 個 
リクライニング時に肘が落ちる

者。 

肘当ての長さを後方に延長

したもの。 

脱着式レッグサポー

ト 
個 

足こぎが主な操作手段の者。移

乗動作時に必要な者。 

フレームパイプに部品を取

り付け、レッグサポートを差

し込む等の構造。 
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挙上式レッグサポー

ト（パッド形状） 
個 膝関節の屈曲制限がある者。 

歯形の形状又はメカニカル

ロックでレッグサポートフ

ットサポートを挙上できる

構造。 

開閉挙上式レッグサ

ポート（パッド形状） 
個 膝関節の屈曲制限がある者。 

歯形の形状又はメカニカル

ロックでレッグサポートフ

ットサポートを挙上できる

構造、かつ、フレームパイプ

に部品を取り付け、レッグサ

ポートを差し込む等の構造。 

開閉・脱着式レッグ

サポート 
個 移乗動作時に必要な者。 

フレームパイプに部品を取

り付け、レッグサポートを差

し込む等の構造。 

フットサポート前

後・角度・左右調整 
個 

成長期の児童。足関節の可動域

制限がある者。下肢装具をつけ

たまま車椅子に乗車する者等。 

複数の穴を持つフットサポ

ートをクランプで挟む構造

等。 

ヘッドサポートベー

ス（マルチタイプ） 
台 

体幹筋、頭部筋の麻痺等により

頭部の位置を微調整する必要が

ある者。リクライニング、ティ

ルト機構を有する車椅子には必

要。 

頭頸部を支持するためにバ

ックサポートパイプに取り

付けられるベース部品。高

さ・前後・角度調整が可能な

もの。枕を含む。 

座張り調整機構 台 

成長期の児童で座の奥行きの変

更の必要がある者。下肢、体幹

筋の麻痺等により座面を調整す

る必要がある者。 

座のベースパイプ間に５㎝

幅程度のベルトを数本張り、

カバーで覆う構造。 

座奥行き調整(スラ

イド式） 
台 

成長期の児童で座の奥行きの変

更の必要がある者。下肢、体幹

筋の麻痺等により座面を調整す

る必要がある者。 

座のベースパイプの長さが

可変できる構造。 

座板 台 
スリング式のシートでは座位保

持が困難な者。 

硬度が高い板。材質は木材又

は樹脂。 

延長用ブレーキアー

ム 
個 片麻痺者の麻痺側等に必要。 

ネジ等で延長棒を取り付け

る構造。 

ノブ付きハンドリム 個 
上肢筋力低下により、駆動にノ

ブが必要な者。 

ハンドリムに複数のノブを

溶接した構造。 

車軸位置調整 台 

成長期の児童で車軸の位置の変

更の必要がある者。最初の一台

目の車椅子の場合等で購入後に

車軸位置の変更があり得る者。 

車軸取り付け位置を複数の

穴又はスライド可能なプレ

ート等で調整可能な構造。 

大車輪脱着ハブ（ク

イックリリース） 
個 

車載などの際、簡単に取り外せ

ることで車椅子を小さく、また

持ち運びやすくするため。車軸

位置調整構造の際必要。 

車輪中心のボタンを押すこ

とにより脱着可能な構造。 

ノーパンクタイヤ

（車椅子用） 
個 

メンテナンスフリーを希望する

者。 

ハイポリマー製のもの又は

これに準ずるもの。 
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転倒防止装置（キャ

スター付き折りたた

み式） 

個 
頻繁に段差を介助する際等に必

要。 

ワンタッチで折りたたみ可

能な構造。キャスター付き。 

ガスダンパー 個 

使用者の体重が重い場合のティ

ルト、リクライニング機構に必

要。 

ガス圧式のダンパー。ティル

ト機構等に取り付け。 

幅止め 個 

体重が重い方等でバックサポー

トパイプ等のたわみ防止に必要

な者 

バックサポートパイプ間又

はベースパイプ間の芯張り。 

高さ調整式手押しハ

ンドル 
台 

ティルト、リクライニング時に

介助する場合に必要。 

バックサポートパイプに沿

って押し手がスライド可能

な構造。 

車載時固定用フック 個 車載固定等 
フックをフレームに溶接さ

れた構造等。４個まで。 

日よけ（雨よけ）部品 個 

雨天外出が多い者。直射日光に

弱い者。傘ホルダー等。（雨天走

行時は取扱説明書の注意事項を

参照すること。） 

傘の持ち手を挟んでバック

サポートパイプ等に取り付

ける構造等。 

６輪構造 台 職場や家屋が狭隘な場合。 

フレーム中心部に大車輪が

あり、後輪キャスターを２個

有するもの。前輪キャスター

上げも可能な構造。 

成長対応型加算（車

椅子） 
台 

成長期の児童、その他購入後に

大幅な変更が見込まれる者等。 

バックサポート高さ、座奥行

き、背・座張り調整、フット

サポート前後調整、車軸位置

調整、脱着ハブ、その他成長

対応に必要な構造を有する

こと。 

成長対応型加算（電

動車椅子） 
台 

成長期の児童、その他購入後に

大幅な変更が見込まれる者等。 

バックサポート高さ、座奥行

き、背・座張り調整、フット

サポート前後調整、その他成

長対応に必要な構造を有す

ること。 

痰吸引器搭載台 台 
痰吸引器を常時使用する必要が

ある者。 

車椅子フレーム下部等に台

を取り付けた構造。 

前方オフセットフレ

ーム 
個 

装具を付けた方のためなど通常

のフレームでは他の福祉機器と

の併用が不可能な場合。（特例補

装具の取扱い） 

レッグサポートの斜めパイ

プを後方にオフセットした

構造。 

フレーム補強 台 

体重１００ｋｇ以上の者。不随

意運動や緊張が激しい者など補

強を必要と認めた場合。（特例補

装具の取扱い） 

三角プレート等を溶接、又は

二重パイプにする等、強度を

高める構造。 

背パッド座パッド 個 
軽度の座位困難性があり、保持

に必要な場合。（特例補装具の取

ウレタン等を主材料とし、背

当てや座クッション面に装
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扱いとし、価格は座位保持装置

の付属品を参考とする。） 

着するもの。 

電動スイングチンコ

ントロール一式 
台 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。あごで操作

が可能な者。 

下記パーツから構成された

構造。 

（パーツ）パワース

イングチンアーム 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。 

電動により可動するコント

ローラー取り付けアーム。 

（パーツ）チン操作

ボックス 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。 

あご操作用のコントロール

ボックス。 

（パーツ）セレクタ

ー 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。 

走行、リクライニング等の操

作切り替え用のスイッチ。 

（パーツ）液晶モニ

タ 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。 

操作切り替えの状況等を表

示するための液晶モニタ。 

（パーツ）頭部スイ

ッチ・取付金具 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。 

頭部で走行、リクライニング

等の操作切り替えを行うた

めのスイッチとフレームに

取り付けるための金具。 

手動スイングチンコ

ントロール一式 
台 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。スイングア

ームの位置調整は介助者が行う

場合。 

下記パーツから構成された

構造。 

（パーツ）手動スイ

ングチンアーム 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。スイングア

ームの位置調整は介助者が行う

場合。 

手動により可動するコント

ローラー取り付けアーム。 

（パーツ）チン操作

ボックス 
個 

上肢筋力低下により、上肢での

操作が不可能な者。 

あご操作用のコントロール

ボックス。 

手動スイングアーム 個 

上肢の可動域制限等により、コ

ントローラー位置が、身体の中

央になるような場合必要。 

操作ボックスを任意の場所

に取付が可能なアーム。 

多様入力コントロー

ラ（非常停止スイッ

チボックス） 

個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

非常停止スイッチ付きの多

様入力コントローラ。 

多様入力コントロー

ラ（４方向スイッチ

ボックス） 

個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

十字配列型の４ボタン。 

多様入力コントロー

ラ（４方向スイッチ

ボード） 

個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

並列配置の４ボタン。 

多様入力コントロー

ラ（８方向スイッチ

ボックス） 

個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

円形配置の８ボタン。 

多様入力コントロー

ラ（８方向スイッチ
個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な
楕円形配置の８ボタン。 
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ボード） 者。 

多様入力コントロー

ラ（小型ジョイステ

ィックボックス） 

個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

小型のジョイスティック。 

多様入力コントロー

ラ（フォースセンサ） 
個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

フォースセンサ内蔵のコン

トローラ。 

多様入力コントロー

ラ（足用ボックス） 
個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

足指や足底での操作に耐え

るよう耐久性の高いコント

ローラ。 

簡易１入力一式 個 

上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊な入力装置が必要な

者。 

スキャン式で、１ボタンで走

行操作が可能な仕様コント

ローラ。 

延長式スイッチ 個 

上肢筋力低下や可動域制限等に

より、スイッチの延長が必要な

者。 

材料－樹脂 

レバーノブ各種形状 個 
上肢筋力低下や不随意運動等に

より、特殊なノブが必要な者。 
材料－樹脂 

感度調整式ジョイス

ティック 
台 

上肢筋力低下や病状進行等によ

り、ジョイスティックの傾倒感

度を、前・後・左・右それぞれ

独立に変更することが必要な

者。 

プログラム変更により、ジョ

イスティックの傾倒感度を、

前・後・左・右それぞれ独立

に変更調整が可能なもの。 

ジョイスティックの

バネ圧変更 
台 

上肢筋力低下等により、バネ圧

を低くする等の対応が必要な

者。 

バネの変更による操作力調

整。(弱くしすぎると事故に

つながるため注意を要す

る。) 

前輪パワーステアリ

ング 
台 

悪路での使用が多い場合。不随

意運動等による操作不安定が、

これにより解消する場合。 

前輪を自在輪とせず、電動で

操作する構造のもの。 

前輪駆動後輪自在輪

式 
台 

悪路での使用が多い場合。不随

意運動等による操作不安定が、

これにより解消する場合。ベッ

ド、机等へ寄り付きやすくなる

場合等。 

前輪を駆動輪、後輪を自在輪

としたもの。加算額は設けな

い。 

簡易型電動装置サー

ボモーター式 
台 

一回充電の航続距離を長く必要

とする者。メンテナンスフリー

を希望する者。 

駆動方式としてＡＣサーボ

モーターを採用したもの。 

ノーパンクタイヤ

（電動車椅子前輪） 
個 

メンテナンスフリーを希望する

者。 
ホイール付き。 

ノーパンクタイヤ

（電動車椅子後輪） 
個 

メンテナンスフリーを希望する

者。 
ホイール付き。 

手動リクライニング

装置交換 
台 

手動リクライニング式電動車椅

子の修理時交換価格。 

リクライニング機構が手動

のもの。 
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スイッチボックス別

箱 
個 

上肢筋力低下や可動域制限等に

よりスイッチボックスを別箱で

必要とする場合は特例対応。 

コントロールボックスにつ

いているスイッチを別箱に

より任意の場所に取り付け

る構造。 

 

 

第７ 歩行器に関する取扱い 

歩行器のうち、下記の項目の支給を行う場合の対象者例及び構造は次のとおり。 

項   目 

１ 台分

又は 

１ 個分 

対 象 者 例 構     造 

歩行器（後方支持型） 台 

前方支持型のものでは歩行姿勢

が前傾しやすい者であって、後

方支持型であっても転倒危険性

がない者、かつ、これによって

実用的な歩行が可能となる者。 

基本構造は四輪歩行器（腰掛

けなし）に準じ、フレームが

側方及び後方にあり、上肢及

び骨盤後方を支持する構造。 

歩行器（サドル・テー

ブル付きのもの又は

胸郭支持具若しくは

骨盤支持具付きのも

の） 

台 

成長期の児童等で、上肢支持の

みの自力立位が困難であるが、

臀部のわずかな支持があれば実

用歩行が可能になる者であっ

て、かつ、歩行器の握りを把持

することが困難等の理由からテ

ーブル面に上肢を支持すること

で実用歩行が可能になる者。 

基本構造は四輪歩行器（腰掛

けなし）に準じ、サドル・テ

ーブル等を有する構造。 

 

様式１ （略） 

 

 

 

 

様式１ （略） 
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様式２ 

 

人工内耳用音声信号処理装置 確認票 

 

障害者総合支援法による補装具費支給に当たり、下記の内容について、確認しました。 

 

（元号）  年   月   日 

医療機関名               

所 在 地               

診療担当科               

作成医師氏名               

 

記 

【患者情報】 

氏 名               

生年月日     年  月  日  年齢    歳 

住 所                                   

身障手帳障害名と等級 

                         （    種    級） 

 

【使用している人工内耳用音声信号処理装置】 

メーカー名：               

機 種 名：               

 

【確認項目】 

以下に該当する場合は□に☑を入れてください。 

□ 該当の人工内耳音声信号処理装置はメーカーの保証期間外となっている。 

□ 人工内耳用材料が破損した場合及び医学的に必要と認められる場合の交換 

  では無く、人工内耳用音声信号処理装置の修理が必要である。 

□ 人工内耳メーカーと提携する任意保険（動産保険）に加入していない。 

様式２ 

 

人工内耳用音声信号処理装置 確認票 

 

障害者総合支援法による補装具費支給にあたり、下記の内容について、確認しました。 

 

（元号）  年   月   日 

医療機関名               

所 在 地               

診療担当科               

作成医師氏名               

 

記 

【患者情報】 

氏 名               

生年月日     年  月  日  年齢    歳 

住 所                                   

身障手帳障害名と等級 

                         （    種    級） 

 

【使用している人工内耳用音声信号処理装置】 

メーカー名：               

機 種 名：               

 

【確認項目】 

以下に該当する場合は□に☑を入れてください。 

□ 該当の人工内耳音声信号処理装置はメーカーの保証期間外となっている。 

□ 人工内耳音声信号処理装置の交換では無く、修理が必要である。 

 

□ 人工内耳メーカーと提携する任意保険（動産保険）に加入していない。 

 


